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資料１．１ 北本市防災会議条例 

 

北本市防災会議条例 

昭和３８年９月２７日 

条例第１１号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第６項の規定に基づ

き、北本市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 北本市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

（２） 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

（３） 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

（４） 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

（１） 指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命する者 ４人以内 

（２） 埼玉県知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 ５人以内 

（３） 埼玉県警察の警察官のうちから市長が任命する者 １人 

（４） 市の行政機関の職員のうちから市長が任命する者 １２人以内 

（５） 教育長及び教育部長 

（６） 埼玉県央広域消防本部消防長、北本消防署長及び消防団長 

（７） 市を管轄する一部事務組合の職員のうちから市長が任命する者 ３人以内 

（８） 指定公共機関及び指定地方公共機関の職員のうちから市長が任命する者 ４人以内 

（９） 公共的団体等の代表者のうちから市長が任命する者 ５人以内 

（１０） 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 ５人以

内 

６ 前項第８号から第１０号までの委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その

前任者の残任期間とする。 

７ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、埼玉県の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、

関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が任命する。 

≪≪≪１１１．．．条条条例例例、、、要要要綱綱綱等等等≫≫≫   
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３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、

会長が防災会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年条例第１６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５３年条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年条例第５号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第３号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料１．２ 北本市防災会議規則 

 

北本市防災会議規則 

昭和５１年３月９日 

規則第１０号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北本市防災会議条例（昭和３８年条例第１１号。以下「条例」という。）第５

条の規定に基づき、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会長代理） 

第２条 条例第３条第４項の規定による会長の職務を代理する委員は、副市長の職にある委員とす

る。 

（会議の招集） 

第３条 会議は、会長が招集する。 

２ 前項の招集は、委員に対して招集の日時、場所、会期及び議題を告知するものとする。 

（欠席又は遅参の届出） 

第４条 委員は、事故のため会議に出席できないとき又は遅参しようとするときは、開会時刻前に

会長にその旨を届け出なければならない。 

（会議） 

第５条 防災会議は、委員定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 会議の議長は、会長が当たる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（会長の専決処分） 

第６条 防災会議の権限に属する事項でその議決により特に指定したものは、会長において処理す

ることができる。 

２ 前項の規定により処理したとき会長は、次の防災会議に報告しなければならない。 

（幹事） 

第７条 防災会議に幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、市職員のうちから会長が委嘱する。 

３ 幹事は、幹事会を構成し、防災会議の所掌事務に参画する。 

（庶務） 

第８条 防災会議の庶務は、市民経済部くらし安全課において処理する。 

（公表等の方法） 

第９条 地域防災計画を作成し、又は修正した場合の公表、その他防災会議が行う公表等は、北本

市公告式条例（昭和３６年条例第９号）の例による。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５１年規則第４１号） 

この規則は、昭和５１年１１月１日から施行する。 

附 則（平成６年規則第５号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１６年規則第１３号） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第１３号）抄 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年規則第７号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
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資料１．３ 北本市災害対策本部条例 

 

北本市災害対策本部条例 

昭和３８年９月２７日 

条例第１２号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項の規定に

基づき、北本市災害対策本部に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その職務

を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員をこれに充てる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第３６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 



資料編 
資料集 

資料 - 6 

資料１．４ 北本市自主防災組織設立補助金交付要綱 

 

北本市自主防災組織設立補助金交付要綱 

平成６年３月３０日 

告示第４１号 

（目的） 

第１条 この告示は、自主防災組織（以下「組織」という。）の設立に対し、予算の範囲内において

補助金を交付することにより、組織の育成強化を図り、もって市民の防災意識の普及及び高揚を

図ることを目的とする。 

（対象団体） 

第２条 補助金の交付を受けることができるものは、自治会を単位として、防災活動を行うために

組織された団体で、自主防災組織設立届出書（様式第１号）を市長に届け出たものとする。 

（対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費は、別表に掲げる防災対策用資機材（以下「資機材」という。）の

購入に要する費用とする。 

（補助額） 

第４条 補助金の額は、１組織当たりの定額１０万円と組織の設立時における構成世帯数に５００

円を乗じて得た世帯割額の合計額とする。ただし、この額が３０万円を超えるときは、３０万円

とする。 

２ 補助金の額は、購入する資機材の金額を超えない範囲とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする組織の代表者は、自主防災組織設立補助金交付申請書（様

式第２号）及び防災対策用資機材購入計画書（様式第３号）に必要な書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

（決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、速やかに、その内容を審査し、自主防災組織設立補

助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた組織の代表者は、資機材の購入を完了したときは、速やかに防災対

策用資機材購入実績報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

（状況報告） 

第８条 市長は、補助金を交付した組織に対して、必要があると認めるときは、資機材の購入状況

について、報告を求めることができる。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受けた者があると認めたときは、

これを取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１０条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、平成６年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１７年告示第１０３号） 

この告示は、平成１７年６月１日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

 

防災対策用資機材一覧 

区分 品名 

情報収集伝達用器具 携帯用無線機、携帯ラジオ等の情報収集伝達用器具 

初期消火用器具 消火器、消火バケツ等の初期消火用器具 

救出用器具 バール、はしご、のこぎり、スコップ等の救出用器具 

救護用器具 担架、救急セット、運搬車等の救護用器具 

避難誘導用器具 強力ライト、トランジスターメガホン、誘導旗等の避難誘導用器具 

給食給水用器具 炊き出し用具、ポリタンク等の給食給水用器具 

その他 ヘルメット、防災作業服、腕章、テント、防水シート、ロープ、発動

発電機、排水ポンプ、資機材格納庫その他市長が必要と認めるもの 

 

 

様式 略 
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資料１．５ 北本市自主防災組織活動費補助金交付要綱 

 

北本市自主防災組織活動費補助金交付要綱 

平成６年３月３０日 

告示第４２号 

（目的） 

第１条 この告示は、北本市自主防災組織設立補助金交付要綱（平成６年告示第４１号）第２条の

規定により届出のあった自主防災組織（以下「組織」という。）の活動費の一部について、予算の

範囲内において補助金を交付することにより、防災意識の高揚、組織の育成強化及び円滑な協力

体制づくりを図ることを目的とする。 

（対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業及び経費は、次のとおりとする。 

（１） 防災知識の普及 

（２） 防災訓練の実施 

（３） 防災対策用資機材の購入 

（４） 組織の運営に要する経費 

（５） その他市長が必要と認めるもの 

（補助額） 

第３条 補助金の額は、１組織について３万円を限度とする。 

（交付申請等） 

第４条 補助金の交付申請等に関する手続は、北本市補助金等の交付に関する規則（昭和６３年規

則第１９号。以下「規則」という。）の規定を適用する。 

（実績報告書の提出期限） 

第５条 規則第９条に規定する実績報告書の提出期限は、年度終了後３０日以内とする。 

（委任） 

第６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、平成６年４月１日から施行する。 
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資料１．６ 北本市緊急時通報システム事業運営要綱 

 

北本市緊急時通報システム事業運営要綱 

平成４年１２月２１日 

告示第１５５号 

（目的） 

第１条 この告示は、在宅のひとり暮らし高齢者等の世帯に対し、緊急時通報システム事業を実施

することにより、急病、事故その他の緊急事態における高齢者の不安を解消するとともに生活の

安全を確保し、もって福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において緊急時通報システム事業（以下「事業」という。）とは、在宅のひとり暮

らし高齢者等が急病、事故その他の理由により緊急に救助を必要とする場合において、無線発信

機及び緊急通報電話機（以下「機器等」という。）を利用して通信、通報等の管理を行う機関（以

下「受信センター」という。）に通報することにより、埼玉県央広域消防本部（以下「消防本部」

という。）及び受信センターによる速やかな救助活動を行うことをいう。 

（対象世帯） 

第３条 この事業の対象となる世帯は、市内に住所を有し、かつ、疾患などにより日常生活を営む

上で常時注意を必要とする者がいる世帯で、次の各号の一に該当する世帯とする。 

（１） ７５歳以上のひとり暮らし高齢者の世帯 

（２） 世帯の構成員が７５歳以上である世帯 

（３） 外出困難な在宅重度身体障害者の世帯 

（４） 前３号に掲げるもののほか、特に市長が事業の利用を必要と認めた世帯 

（申請） 

第４条 この事業を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、緊急時通報システム事業利用

申請書（様式第１号）に世帯状況申出書（様式第２号）を添えて市長に提出しなければならない。

この場合において、居住する家屋が申請者以外の所有であるときは、緊急時通報システム設置承

諾書（様式第３号）を添付しなければならない。 

（決定） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、速やかに実態調査を行い、利用の可否を決定し、緊

急時通報システム事業利用可否決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により事業の利用を決定したときは、速やかに機器等を設置し、必要事項

を消防本部及び受信センターに通知するものとする。 

３ 市長は、必要と認めたときは、申請者の生活及び支援状況について、北本市介護予防ケア会議

運営要綱（平成１６年告示第７６号）に規定する北本市介護予防ケア会議の意見を聴くことがで

きる。 

（変更届） 

第６条 前条第１項の規定により、事業の利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、住

所、氏名、電話番号又は緊急時連絡先等に変更があったときは、直ちに申出事項変更届（様式第

５号。以下「変更届」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出を受理したときは、直ちにその内容を消防本部及び受信センターに通知す

るものとする。 

（遵守事項） 
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第７条 利用者は、機器等を善良な管理者の注意義務をもって取り扱わなければならない。 

２ 利用者は、装置を本来の目的以外に使用してはならない。 

３ 利用者は、装置を使用する権利を他に譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。 

（辞退届） 

第８条 利用者は、第３条に規定する対象世帯に該当しなくなったとき、又は事業の利用を辞退し

ようとするときは、速やかに緊急時通報システム事業利用辞退届（様式第６号）により、市長に

届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の届出があったときは、速やかに消防本部及び受信センターに通知するものとす

る。 

（取消し） 

第９条 市長は、利用者が虚偽又は不正の手段により事業を利用していることが判明したとき、又

は機器等の管理上支障を生じたときは、事業の利用を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により事業の利用を取り消したときは、緊急時通報システム事業利用取消

通知書（様式第７号）により利用者に通知し、かつ、消防本部及び受信センターに通知するもの

とする。 

（費用） 

第１０条 機器等の設置に要する費用は、市が負担するものとする。 

２ 設置した機器等の使用に要する基本料は、使用者が負担するものとする。ただし、第３条第３

号に規定する世帯については、市が負担する。 

３ 設置した機器等の使用に要する通話料は、使用者が負担するものとする。 

（台帳の整備） 

第１１条 市長は、事業の状況を明確にするため、緊急時通報システム事業利用者登録台帳（様式

第８号）を整備するものとする。 

２ 市長は、消防本部及び受信センターに前項の台帳を整備するものとする。 

（関係機関との連携） 

第１２条 市長は、事業を円滑に運営するため、関係行政機関と密接な連携を保つとともに、民間

関係諸団体の協力を得るように努めるものとする。 

（委任） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、平成５年１月１日から施行する。 

附 則（平成８年告示第２８号） 

この告示は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年告示第３０号） 

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年告示第５１号） 

１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に改正前の北本市緊急時通報装置設置事業運営要綱（以下「旧要綱」

という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為については、改正後の北本市緊急時通報

システム事業運営要綱（以下「新要綱」という。）の規定によりなされたものとみなし、旧要綱に

より整備された緊急時通報装置に対する取扱いは、新要綱の規定による緊急時通報システムに変
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更するまでの間は、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年告示第６４号） 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

 

様式 略 
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資料１．７ 北本市老人福祉電話設置事業運営要綱 

 

北本市老人福祉電話設置事業運営要綱 

昭和５２年３月１７日 

要綱第２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり暮らしの老人及び外出の困難な在宅重度障害者の世帯に対して、老人

福祉電話（以下「福祉電話」という。）を設置することにより、日常生活の便を図るとともに、そ

の安否の確認等各種サービスの提供をすることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 福祉電話の対象者は、原則として所得税非課税世帯に属する者で、次の各号の一に該当す

る者とする。 

（１） ６５歳以上の常時ひとり暮らしの老人であって、安否の確認等を必要とする者 

（２） 外出の困難な在宅重度障害者であって、緊急連絡等を必要とする者 

（３） 前各号に掲げる者のほか、特に市長が必要と認める者 

（設置の申請及び決定） 

第３条 福祉電話の設置を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、老人福祉電話設置申請

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。なお、居住する家屋が申請者以外の所有で

ある場合には、老人福祉電話設置承諾書（様式第２号）を添えて提出しなければならない。 

２ 市長は、前項による設置の申請があったときは、その内容等を審査のうえ設置の可否を決定し

て、申請者に老人福祉電話設置決定・否決・通知書（様式第３号）により通知しなければならな

い。 

３ 前項による老人福祉電話設置決定通知書を受けた者（以下「使用者」という。）は、老人福祉電

話使用書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（費用） 

第４条 福祉電話の設置に要する費用は、市が負担する。 

２ 設置した福祉電話の使用に要する基本料及び通話料は、使用者が負担する。 

（業務の内容） 

第５条 市は、福祉電話を設置したとき次の業務を行う。 

（１） 定期的な電話訪問による孤独化の防止及び安否の確認 

（２） 電話による各種の相談及び助言 

（３） その他必要と認められる業務 

（電話の返還） 

第６条 市長は、使用者が次の各号の一に該当するときには、老人福祉電話返還通知書（様式第５

号）により通知し、福祉電話を返還させなければならない。 

（１） 第２条各号の一に該当しなくなったとき。 

（２） その他市長が特に福祉電話の設置を不適当と認めたとき。 

（関係機関との連携） 

第７条 市は、この事業の実施に当たっては、関係機関との密接な連携を図ることにより、事業の

円滑な運営に努めるものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、福祉電話に関する必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この要綱は、昭和５２年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５２年要綱第９号） 

この要綱は、公布の日から施行し、昭和５２年１２月１日から適用する。 

附 則（平成元年告示第１２５号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年告示第３号） 

この告示は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年告示第２９号） 

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年告示第１０３号） 

この告示は、平成１７年６月１日から施行する。 

 

 

様式 略 
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資料１．８ 北本市既存木造住宅耐震化事業補助金交付要綱 

 

 北本市既存木造住宅耐震化事業補助金交付要綱 

平成 26 年３月 26 日 

告示第 31号 

（目的）  

第１条 この告示は、北本市住宅・建築物耐震改修促進計画に基づき、市内に存する木造住宅（以下

「既存木造住宅」という。）の耐震診断、耐震改修計画又は耐震改修工事を行う者に対し、その経

費の一部を予算の範囲内で補助することにより、既存木造住宅の耐震化を促進し、地震に強いま

ちづくりを推進することを目的とする。  

（用語の定義）  

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

（１）耐震診断 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による登録を受けた建築

士事務所に属する建築士（同法第２条第１項に規定する建築士をいう。以下同じ。）が、同法第

３条から第３条の３までの規定により設計又は工事監理ができることとされた木造住宅につい

て、次に掲げる方法により、地震に対する安全性に関し評価を行うことをいう。  

ア 一般財団法人日本建築防災協会が作成した「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般

診断法又は精密診断法 

イ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通省告

示第１８４号）別添の「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべ

き事項」第１に規定する耐震診断の方法と同等であると認められる耐震診断の方法  

（２）耐震改修計画 耐震診断により上部構造評点（一般財団法人日本建築防災協会が作成した「木

造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法による上部構造評点をいう。以下同じ。）が

１.０未満である建築物又は基礎が安全でないと診断された建築物について、上部構造評点が１.

０以上及び基礎が安全となるよう改修するに当たり建築士が策定する計画をいう。 

（３）耐震改修工事 地震に対する安全性の向上を目的として、耐震改修計画に基づいて、建設業

法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建設業者又は同法第３条第１項ただ

し書に規定する軽微な建設工事のみを請け負うことを営業とする者が行う建築物の改修工事を

いう。  

（補助対象建築物）  

第３条 補助の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、地階を除く階数が２以下

の既存木造住宅であって、昭和５６年５月３１日以前の建築確認（建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）第６条第１項の規定による確認をいう。）に基づき着工された在来軸組構法及び枠組

壁構法による一戸建ての住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が

延べ面積の２分の１未満のものに限る。）を含む。）とする。ただし、建築基準法に明らかに違反

した建築物は対象としない。  

（補助対象事業）  

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げるものとする。  

（１）耐震診断  

（２）耐震改修計画  

（３）耐震改修工事（当該耐震改修工事に要する費用が４００，０００円以上のものに限る。）  

（補助金の額）  
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第５条 耐震診断又は耐震改修計画の補助金の額は、耐震診断又は耐震改修計画を行った補助対象建

築物１戸につき、当該耐震診断又は耐震改修計画に要する費用に２分の１を乗じて得た額（当該

額に１,０００円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額）とし、５０,０００円を上限と

する。  

２ 耐震改修工事の補助金の額は、耐震改修工事を行った補助対象建築物１戸につき、当該耐震改

修工事に要した額に１００分の２３を乗じて得た額（当該額に１,０００円未満の端数が生じたと

きはこれを切り捨てた額）とし、４００,０００円を上限とする。  

（補助対象者） 

第６条 補助の対象となる者は、次のいずれにも該当する者とする。  

（１）補助対象建築物の所有権を有している者（法人を除く。以下「所有者」という。）又は所有者

の２親等以内の親族であること。  

（２）補助対象建築物に居住している者（耐震改修工事を行う場合にあっては居住することを予定

している者を含む。）であること。  

２ 前項の規定にかかわらず、申請者又は所有者に交付の決定時点において市税の滞納がある場合

は、補助の対象としない。  

（補助金を受けることができる回数）  

第７条 補助を受けることができる回数は、建築物１戸に対して、それぞれの補助対象事業ごとに１

回とする。  

（交付申請）  

第８条 補助を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、それぞれ当該事業の開始前に、補

助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定め

る書類を添えて、市長に申請しなければならない。  

（１）耐震診断 次のアからオまで（所有者の２親等以内の親族が申請を行う場合又は補助対象建築

物の所有者が複数いる場合にあってはアからカまで）に掲げる書類  

ア 付近見取り図、配置図及び平面図  

イ 補助対象建築物に係る建築確認通知書又は所在地、所有者及び建築年次を確認することが

できる書類  

ウ 受給資格確認同意書（様式第２号）  

エ 補助対象事業を行う者の建築士免許証の写し  

オ 補助対象事業に要する費用についての見積書の写し  

カ 補助対象事業実施承諾書（様式第３号） 

（２）耐震改修計画 次のア又はイに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ア又はイに定める書類 

ア 耐震診断に引き続き耐震改修計画を行う場合 次に掲げる書類  

(ｱ) 前号エ及びオに掲げる書類  

(ｲ) 耐震診断報告書又はそれに代わるもの  

イ アに規定する場合以外の場合 次の(ｱ)及び(ｲ)（所有者の２親等 

以内の親族が申請を行う場合又は補助対象建築物の所有者が複数いる場合にあっては、(ｱ)

から(ｳ)まで）に掲げる書類  

(ｱ) 前号アからオまでに掲げる書類  

(ｲ) ア(ｲ)に掲げる書類  

(ｳ) 前号カに掲げる書類  

（３）耐震改修工事 次のア又はイに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ア又はイに定める書類 

ア 耐震改修計画に引き続き耐震改修工事を行う場合 次に掲げる書類  
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(ｱ) 第１号エに掲げる書類  

(ｲ) 耐震改修工事の設計図  

(ｳ) 耐震改修を実施した場合に得られる耐震診断結果に関する書類 

(ｴ) 耐震改修工事に要する費用の内訳書（様式第４号）を内訳とした見積書の写し  

イ アに規定する場合以外の場合 次の(ｱ)及び(ｲ)（所有者の２親等以内の親族が申請を行う場

合又は補助対象建築物の所有者が複数いる場合にあっては、(ｱ)から(ｳ)まで）に掲げる書類  

(ｱ) 第１号アからエまでに掲げる書類  

(ｲ) ア(ｲ)から(ｴ)までに掲げる書類  

(ｳ) 第１号カに掲げる書類  

２ 前項に掲げる書類のほか、代理人が申請する場合にあっては、委任状を申請書に添付しなけれ

ばならない。  

（交付決定）  

第９条 市長は、前条の申請があったときは、申請書類の内容を審査の上、審査結果を補助金交付決

定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。  

（申請内容の変更及び取りやめ）  

第１０条 前条の通知を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、申請の内容を変更しよう

とするときは、申請内容変更届（様式第６号）に市長が必要と認める書類を添付して市長に提出

しなければならない。  

２ 補助事業者は、補助対象事業を取りやめるときは、補助対象事業取りやめ届（様式第７号）を速

やかに市長に提出しなければならない。  

（耐震改修工事の中間検査）  

第１１条 補助事業者は、耐震改修工事における工程が次の各号に掲げる改修箇所の区分に応じ、当

該各号に定める工程に達したときは、中間検査申請書（様式第８号）を市長に提出し、市長によ

る中間検査（以下「中間検査」という。）を受けなければならない。  

ア 壁 筋交いの設置又は合板貼りの施工  

イ 基礎 配筋  

２ 中間検査は、当該耐震改修工事に係る耐震改修計画をした建築士が行う検査の後に行うものと

する。  

３ 市長は、中間検査を実施した場合において、当該耐震改修が適切に行われていないと認めると

きは、補助事業者に対し、耐震改修工事を適切に実施するよう命ずることができる。  

（完了実績報告）  

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに補助対象事業完了報告書（様式

第９号）に次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて、市長

に提出しなければならない。  

（１）耐震診断 次に掲げる書類  

ア 耐震診断報告書  

イ 現地調査の状況を示す外部写真、内部写真及び接合部写真  

ウ 契約書及び領収書の写し  

（２）耐震改修計画 次に掲げる書類  

ア 耐震改修計画  

イ 当該耐震改修を実施した場合に得られる耐震診断結果に関して記載した書類  

ウ 契約書及び領収書の写し  

⑶ 耐震改修工事 次のア及びイ（補助対象建築物に居住することを予定している者が申請を行った
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場合にあっては、アからウまで）に掲げる書類  

ア 耐震改修工事の施工前、施工中及び施工後における施工箇所の写真  

イ 契約書及び領収書の写し  

ウ 住民票  

２ 前項の補助事業完了報告書の提出期限は、補助金の交付の決定があった日の属する年度の１月

３１日までとする。  

（耐震診断結果に基づく勧告）  

第１３条 市長は、耐震診断の総合評点が１．０未満と診断された補助事業者に対し、地震に対して

安全な構造となる耐震改修工事を行うよう、耐震診断結果に基づく勧告書（様式第１０号）によ

り勧告するものとする。  

（交付金額の確定）  

第１４条 市長は、第１２条第１項の規定による報告を受けた場合は、その内容を審査し、適合する

と認めたときは、補助金の額を確定し、補助金交付確定通知書（様式第１１号）により、当該報

告を行った者に通知するものとする。  

（補助金の交付請求）  

第１５条 前条の通知書を受けた者は、補助金交付請求書（様式第１２号）に当該通知書の写しを添

えて、市長に請求するものとする。  

２ 前項の請求書の提出期限は、前条の規定による通知を受けた日から起算して３０日を経過する

日又は当該通知をした日の属する年度の３月１０日のいずれか早い日までとする。  

（補助金の交付）  

第１６条 市長は、前条第１項の規定による請求があったときは、その内容を審査した上、補助金を

交付するものとする。  

（補助金の返還）  

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認められたときは、補助金の交付

の決定を取消し、又は既に交付された補助金の返還を命ずることができる。  

（１）偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受けたとき。  

（２）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

（規則の適用）  

第１８条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付については、北本市補助金等の交付に関する

規則（昭和６３年規則第１９号）の規定を適用する。 

 

附 則  

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則  

この規則は、平成２７年１０月１日から施行する。 
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資料１．９ 北本市被災建築物応急危険度判定要綱 

 

北本市被災建築物応急危険度判定要綱 

平成１５年９月３０日 

告示第１６８号 

（目的） 

第１条 この告示は、地震により多くの建築物が被災した場合、余震等による建築物の倒壊及び部

材の落下等から生ずる二次災害を防止し、市民の安全の確保を図るため、被災建築物応急危険度

判定に関し必要な事項を定めることにより、その的確な実施を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 被災建築物応急危険度判定（以下「判定」という。） 地震により被災した建築物の余震等

による倒壊及び部材の落下等から生ずる二次災害を防止し、市民の安全の確保を図るため、建

築物の被害の状況を調査し、余震等による二次災害発生の危険の程度の判定、表示等を行うこ

とをいう。 

（２） 応急危険度判定士 被災建築物応急危険度判定業務に従事する者として、埼玉県被災建築

物応急危険度判定士認定要綱（平成７年１２月１５日制定）に基づき知事の認定を受けた者又

は埼玉県以外の都道府県の知事が定める者をいう。 

（３） 判定支援本部 埼玉県被災建築物応急危険度判定要綱（平成１１年４月１日制定）第４第

３項に規定する判定支援本部をいう。 

（４） 災害対策本部 北本市地域防災計画に定める災害対策本部をいう。 

（５） 応急危険度判定コーディネーター（以下「コーディネーター」という。） 判定の実施に当

たり、判定実施本部、判定支援本部及び災害対策本部と応急危険度判定士との連絡調整に当た

る行政職員及び判定業務に精通した県内の建築関連団体等に属する者をいう。 

（判定の実施） 

第３条 市長は、地震により相当数の建築物が被災し、余震等により二次災害の発生のおそれがあ

ると判断したときは、直ちに判定の実施を決定し、判定実施本部の設置その他必要な措置を講ず

るものとする。 

２ 市長は、地震災害に備え、判定実施本部の体制について、あらかじめ整備しておくものとする。 

（判定計画） 

第４条 市長は、応急危険度判定士、コーディネーター及びその他の判定業務従事者（以下「判定

士等」という。）の人員並びに判定の対象となる建築物の範囲等の計画を定めるものとする。 

２ 前項の計画には、あらかじめ地震の規模、被災建築物等を推定し、判定を行うべき施設、区域

及び判定対象建築物の決定等の基準を整備しておくものとする。 

（判定の実施に関する県との連絡調整等） 

第５条 市長は、判定実施本部の設置を決定したときは、速やかに埼玉県知事に連絡するものとす

る。 

２ 市長は、判定実施の決定に伴い、被災建築物数及び判定士等の計画から、短期に判定を終了す

ることが困難と思われるときは、埼玉県知事に対して判定に関する支援を要請することができる。 

３ 判定実施本部の長は、判定支援本部の長に対し、現地の被災状況を随時報告するとともに、支

援の内容、支援開始時期等について協議、調整するものとする。 
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（判定体制の周知） 

第６条 市長は、判定体制の充実のため、埼玉県及び彩の国既存建築物地震対策協議会と協力して

広報等を行い、判定活動の周知に努めるものとする。 

（判定士等の確保） 

第７条 市長は、判定士等を招集するための連絡網を作成し、判定実施時における判定士等の速や

かな確保に努めるものとする。 

（コーディネーターの任命） 

第８条 市長は、判定実施本部と判定士等との連絡調整及び判定士等に対しガイダンス等を行うた

め、第２条第５号に規定するコーディネーターの中から当該判定に係るコーディネーターを任命

するものとする。 

（判定方法及び判定結果の表示） 

第９条 判定は、全国被災建築物応急危険度判定協議会で定める判定調査票に基づき実施するもの

とする。 

２ 判定を行った被災建築物については、判定結果に基づき、当該建築物の見やすい場所に「危険」、

「要注意」又は「調査済」のいずれかの表示を行うものとする。 

（移動方法及び宿泊場所の確保等） 

第１０条 市長は、判定士等の判定区域までの移動について、判定の実施の決定後速やかに被災状

況等を検討し、移動方法を手配するものとする。 

２ 市長は、判定士等の食料の準備及び必要に応じ、宿泊場所の確保等を行うものとする。 

（判定用資機材の調達等） 

第１１条 市長は、判定活動に必要な判定用資機材の調達及び備蓄を行うものとする。 

（判定活動における補償） 

第１２条 市長は、民間の判定士等を判定活動に従事させる場合は、全国被災建築物応急危険度民

間判定士等補償制度運用要領に基づく補償制度を適用するものとする。 

（その他） 

第１３条 市長は、判定の円滑な実施を図るため、必要な財政上の措置、組織体制上の措置その他

所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 

この告示は、平成１５年１０月１日から施行する。 
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資料１．10 北本市災害弔慰金の支給等に関する条例 

 

北本市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和４９年６月２０日 

条例第３２号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号。以下「法」と

いう。）及び同法施行令（昭和４８年政令第３７４号。以下「令」という。）の規定に準拠し、暴

風、豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給を行い、自然災害に

より精神又は身体に著しい障害を受けた市民に災害障害見舞金の支給を行い、並びに自然災害に

より被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生

活の安定に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に掲げるところに

よる。 

（１） 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現象により被害が

生ずることをいう。 

（２） 市民 災害により被害を受けた当時、この市の区域内に住所を有した者をいう。 

 

第２章 災害弔慰金 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 市は、市民が令第１条に規定する災害（以下この章及び次章において単に「災害」という。）

により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

（災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位は、次

に掲げるとおりとする。 

（１） 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族を先にし、そ

の他の遺族を後にする。 

（２） 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

２ 前項の場合において、同順位の父母については養父母を先にし、実父母を後にし、同順位の祖

父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、実父

母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により前２項の規定により難いときは、前２項の規定に

かかわらず第１項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、

その１人に対して支給しても全員に対しなされたものとみなす。 
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（災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時においてそ

の死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた場合

にあっては５００万円とし、その他の場合にあっては２５０万円とする。ただし、死亡者がその

死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、これらの

額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第４条の規定に

よるものとする。 

（支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

（１） 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

（２） 令第２条に規定する場合 

（３） その他の特別の事情があるため、市長が支給を不適当と認めた場合 

（支給の手続） 

第８条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるところに

より支給を行うものとする。 

２ 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し必要な報告又は書類の提出を求めることができる。 

 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定したと

きを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民（以下「障害者」という。）に

対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第１０条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾病

にかかった当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては２５０万

円とし、その他の場合にあっては１２５万円とする。 

（準用規定） 

第１１条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の貸付け） 

第１２条 市は、令第３条に掲げる災害により法第１０条第１項各号に掲げる被害を受けた世帯の

市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行うもの

とする。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第１０条第１項に規定する要件に該当するものでな

ければならない。 

（災害援護資金の限度額等） 

第１３条 災害援護資金の１災害における１世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯の被

害の種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」という。）

があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 
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ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 １５０万円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 ２５０万円 

ウ 住居が半壊した場合 ２７０万円 

エ 住居が全壊した場合 ３５０万円 

（２） 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 １５０万円 

イ 住居が半壊した場合 １７０万円 

ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） ２５０万円 

エ 住居の全体が滅失又は流失した場合 ３５０万円 

（３） 第１号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住居の

残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「２７０万円」とあるのは

「３５０万円」と、「１７０万円」とあるのは「２５０万円」と、「２５０万円」とあるのは「３

５０万円」と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は１０年とし、据置期間はそのうち３年（令第７条第２項括弧書の場

合は５年）とする。 

（利率） 

第１４条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を

除き年３パーセントとする。 

（償還等） 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還又は半年賦償還とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつでも繰

上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第１３条第１項、

令第８条から第１２条までの規定によるものとする。 

（規則への委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年条例第１２号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年１月２３日から適用する。 

附 則（昭和５２年条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は昭和５１年９月７日以後に生じた災

害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第１０条第１項の規定

は当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則（昭和５３年条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は昭和５３年１月１４日以後に生じた

災害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第１０条第１項の規

定は当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則（昭和５６年条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は昭和５５年１２月１４日以後に生じ

た災害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第１０条第１項の
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規定は当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則（昭和５７年条例第３４号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第９条、第１０条及び第１１条の規定は、昭和５７

年７月１０日以後に生じた災害により負傷し、又は疾病にかかった市民に対する災害障害見舞金の

支給について適用する。 

附 則（昭和６２年条例第１７号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第１３条第１項の規定は、昭和６２年８月１日以後

に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護金の貸付けについて適用する。 

附 則（平成３年条例第４６号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の第５条の規定は平成３年６月３日以後に生じた災害により死亡した住

民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第１０条の規定は当該災害により負傷し、

又は疾病にかかった市民に対する災害障害見舞金の支給について、改正後の第１３条第１項の規

定は同年５月２６日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の

貸付けについて適用する。 
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資料１．11 北本市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

 

北本市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

昭和４９年６月２０日 

規則第１９号 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北本市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第３２号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 災害弔慰金の支給 

（支給の手続） 

第２条 市長は、条例第３条の規定により、災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査

を行ったうえ、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

（１） 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 

（２） 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

（３） 死亡者の遺族に関する事項 

（４） 支給の制限に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の調査は、災害弔慰金支給調査表（様式第１号）により行うものとする。 

（必要書類の提出） 

第３条 市長は、この市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災証

明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとする。 

 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（支給の手続） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の調

査を行ったうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（１） 障害者の氏名、性別、生年月日 

（２） 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

（３） 障害の種類及び程度に関する事項 

（４） 支給の制限に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の調査は、災害障害見舞金支給調査表（様式第２号）により行うものとする。 

（必要書類の提出） 

第５条 市長は、この市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、負

傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）別表に

規定する障害を有することを証明する医師の診断書（様式第３号）を提出させるものとする。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（借入れの申込） 



資料編 
資料集 

資料 - 25 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申込者」

という。）は、次に掲げる事項を記載した災害援護資金借入申込書（様式第４号。以下「借入申

込書」という。）を市長に提出しなければならない。 

（１） 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

（２） 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

（３） 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

（４） 連帯保証人（以下「保証人」という。）となるべき者に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

（１） 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額を

記載した診断書 

（２） 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合にあっ

ては、前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

（３） その他市長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書をその者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３月を経過

する日までに提出しなければならない。 

（調査） 

第７条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討のうえ、当該世帯

の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、償還

期間及び償還方法を記載した災害援護資金貸付決定通知書（様式第５号。以下「貸付決定通知書」

という。）を借入申込者に交付するものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付けない旨を決定したときは、災害援護資金貸付不承

認決定通知書（様式第６号）を、借入申込者に交付するものとする。 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに保証人の連署した災害援護資金借用書（様

式第７号。以下「借用書」という。）に資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）及び

保証人の印鑑証明書を添えて、市長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 

第１０条 市長は、前条の借用書と引き換えに貸付金を交付するものとする。 

（償還の完了） 

第１１条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに

添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第１２条 繰上償還をしようとする者は、災害援護資金繰上償還申出書（様式第８号）を市長に提

出するものとする。 

（償還金の支払猶予） 

第１３条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする理

由、猶予期間その他市長が必要と認める事項を記載した災害援護資金償還金支払猶予申請書（様

式第９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間、その他市長が必要と
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認める事項を記載した災害援護資金償還金支払猶予承認通知書（様式第１０号）を当該借受人に

交付するものとする。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、災害援護資金償還金支払猶予不承認通

知書（様式第１１号）を当該借受人に交付するものとする。 

（違約金の支払免除） 

第１４条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した災害援護

資金違約金支払免除申請書（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金の支払免除した期間及び支払

を免除した金額を記載した災害援護資金違約金支払免除承認通知書（様式第１３号）を当該借受

人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金違約金支払免除不承認通知書

（様式第１４号）を当該借受人に交付するものとする。 

（償還免除） 

第１５条 資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下「償還免除申

請者」という。）は、償還免除を受けようとする理由、その他市長が必要と認める事項を記載し

た災害援護資金償還免除申請書（様式第１５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類及び保証人が当該資金の償還未済額を償

還することができないと認められる書類を添えなければならない。 

（１） 借受人の死亡を証する書類 

（２） 借受人が精神又は身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなったこと

を証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書（様式第

１６号）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知書（様

式第１７号）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（督促） 

第１６条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するものと

する。 

（氏名又は住所の変更届等） 

第１７条 借受人又は保証人について氏名又は住所の変更等、借用書に記載した事項に異動を生じ

たときは、借受人は速やかに氏名等変更届（様式第１８号）を市長に提出しなければならない。

ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代わってその旨を届け出るものとす

る。 

（委任） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資

金の貸付けの手続について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、条例公布の日から施行する。 

附 則（昭和４９年規則第２６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第４条及び第５条の規定は、昭和５７年７月１０日
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以後に生じた災害により負傷し、又は疾病にかかった市民に対する災害障害見舞金の支給について

適用する。 

附 則（昭和６２年規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年規則第２７号） 

この規則は、平成１７年６月１日から施行する。 
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資料１．12 北本市災害見舞金等支給条例 

 

北本市災害見舞金等支給条例 

平成４年３月１８日 

条例第１２号 

（目的） 

第１条 この条例は、市民が災害により被災した場合に、被災者又はその遺族等に対し、災害見舞

金又は災害死亡弔慰金若しくは災害負傷見舞金（以下これらを「見舞金等」という。）を支給する

ことにより、市民福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 市民 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定に基づき、本市の住民基本台帳

に記録されている者をいう。 

（２） 災害 火災又は暴風、豪雨、洪水、豪雪、落雷、降ひょう、竜巻、地震、地滑り若しくは

土砂崩れ等の異常な自然現象により被害が生ずることをいう。 

（見舞金等の支給） 

第３条 市は、市民が災害により現に居住する住居に被害を受けたときは、災害見舞金を支給する。 

２ 市は、市民が災害により死亡したときは災害死亡弔慰金を、負傷したときは災害負傷見舞金を

支給する。 

３ 前２項に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めたときは、見舞金等を支給する。 

（死亡の推定） 

第４条 災害発生により生死がわからなくなった者で当該災害のやんだ後３月間その生死がわから

ないものは、当該災害によって死亡したものと推定する。 

（支給対象者） 

第５条 見舞金等の支給を受けることができる者は、被災当時において市民である者とする。ただ

し、災害死亡弔慰金の支給を受けることができる者は、死亡した市民と同居をしていた遺族とし、

当該同居をしていた遺族がいない場合は、葬祭を行う者とする。 

２ 前項に規定する遺族の範囲は、市民の死亡当時における配偶者（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹とする。 

（支給額） 

第６条 見舞金等の支給額は、災害による被災の種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げる

とおりとする。 

（１） 住居の全焼、全壊又は流失 １世帯につき １００,０００円 

（２） 住居の半焼又は半壊 １世帯につき ５０,０００円 

（３） 住居の床上浸水等 １世帯につき ３０,０００円 

（４） 住居の一部損壊 １世帯につき ２０,０００円 

（５） 死亡者 １人につき １００,０００円 

（６） 負傷者 １人につき ３０,０００円 

（支給の制度） 

第７条 見舞金等は、次の各号の一に該当する場合には、その額を減額し、又は支給しない。 

（１） 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の規定が適用される場合 
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（２） 北本市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第３２号）第３条に規定する災

害弔慰金又は第９条に規定する災害障害見舞金が支給される場合 

（３） 被災が当該被災者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

（支給の申請） 

第８条 見舞金等の支給を受けようとする者は、被災した日の翌日から起算して３０日以内に、市

長に対して申請しなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認めた場合は、この限

りでない。 

（支給の決定） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を調査し、速やかに見舞金等の支給の可否

を決定するものとする。 

（見舞金等の返還） 

第１０条 市長は、偽りその他不正の手段により見舞金等の支給を受けた者があるときは、その者

から既に支給した見舞金等の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

２ この条例は、この条例の施行の日以後に発生した災害から適用する。 

附 則（平成２３年条例第６号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の北本市災害見舞金等支給条例の規定は、平成２３年３月１１日以後に

発生した災害から適用する。 

附 則（平成２４年条例第１９号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 
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資料１．13 北本市災害見舞金等支給条例施行規則 

 

北本市災害見舞金等支給条例施行規則 

平成４年３月１８日 

規則第１８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北本市災害見舞金等支給条例（平成４年条例第１２号。以下「条例」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（被災の種類及び基準） 

第２条 条例第６条各号に規定する被災の種類及び基準は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 住居の全焼、全壊又は流失とは、災害により住居の焼失、損壊若しくは流失をした部分の

延べ床面積が当該住居の延べ床面積の７割以上に達するもの又は当該住居を改築しなければ

住居として使用することができない程度の被害をいう。 

（２） 住居の半焼又は半壊とは、災害により住居の焼失又は損壊した部分の延べ床面積が当該住

居の延べ床面積の４割以上７割未満のもので、補修を加えることによって住居として使用す

ることができる程度の被害をいう。 

（３） 住居の床上浸水等とは、災害により浸水が住居の床上まで達したもの又は土砂等のたい積

のため、一時的に住居として使用することができない程度の被害をいう。 

（４） 住居の一部損壊とは、災害により住居の附属設備（当該住居の電気、ガス又は水の供給に

係るものに限る。）又は屋根部分が損壊し、一時的にその機能を損なう程度の被害をいう。 

（５） 死亡者とは、災害により死亡した者及び条例第４条の規定に基づき死亡したものと推定さ

れた者並びに災害により負傷し、１箇月以内に死亡した者をいう。 

（６） 負傷者とは、災害により負傷し、医師により１箇月以上の入院治療を要すると診断された

者をいう。 

（平２３規則２０・一部改正） 

（申請手続） 

第３条 条例第８条の規定による申請は、次の各号に掲げる書類を市長に提出して行うものとする。 

（１） 条例第６条第１号、第２号、第３号又は第４号に該当する場合にあっては、北本市災害見

舞金支給申請書（様式第１号）及び被災を証明する書類 

（２） 条例第６条第５号に該当する場合にあっては、北本市災害死亡弔慰金支給申請書（様式第

２号）、被災を証明する書類及び医師の診断書 

（３） 条例第６条第６号に該当する場合にあっては、北本市災害負傷見舞金支給申請書（様式第

３号）、被災を証明する書類及び医師の診断書 

（平２３規則２０・一部改正） 

（添付書類等の省略） 

第４条 市長は、この規則の規定により申請書に添えて提出する書類等により証明すべき事実を公

簿等によって確認することができるときは、当該添付書類等の提出を省略させることができる。 

（決定通知） 

第５条 条例第９条の規定による支給の可否の決定の通知は、北本市災害見舞金等支給（不支給）

決定通知書（様式第４号）により行うものとする。 

（受領書の提出） 

第６条 見舞金等の支給を受けた者は、北本市災害見舞金等受領書（様式第５号）を市長に提出し
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なければならない。 

（台帳） 

第７条 市長は、見舞金等の支給事由、支給額、支給状況等を明らかにするため、北本市災害見舞

金等支給台帳（様式第６号）を備えるものとする。 

 

附 則 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年規則第２７号） 

この規則は、平成１７年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

様式 略 
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資料２．１ 災害時応援協定一覧【国、県及び市町村関連】 

 

■国、県及び市町村関連の協定一覧                 [平成28年10月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

災害時相互応援協定書 新潟県十日町市 H10. 2.24 

災害時等の相互応援に関する協定書 福島県会津坂下町 H 8. 8. 3 

災害時等の相互応援に関する協定書 千葉県富津市 H 9.12.22 

災害時等の相互応援に関する協定書 茨城県牛久市 H10. 1.23 

災害時の避難場所相互利用に関する協定書 川島町 H27. 7. 1 

災害時における埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協定 埼玉県及び県内市町村 H19. 5. 1 

災害時における防災施設の運営等に関する協定書 埼玉県環境部みどり自然課 H26. 4. 1 

埼玉県防災行政無線市町村局の管理運営に関する協定書の一部

を変更する協定書 
埼玉県 H19. 3. 1 

埼玉県防災情報システム端末の設置等に関する協定 埼玉県 H13. 4. 1 

災害時の情報交換に関する協定 国土交通省関東地方整備局 H23. 1.13 

災害時における県立学校の使用に関する覚書 埼玉県立北本高等学校 H22.11.22 

 

 

 

資料２．２ 災害時応援協定一覧【ライフライン関連】 

 

■ライフライン関連の協定一覧                  [平成 28 年 10 月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

広域的な断減水による北本市防災行政無線（固定系）の

使用に関する協定書 
桶川北本水道企業団 H19.12. 1 

災害時における LP ガス応急生活物資等に関する協定書 
(一社)埼玉県エルピーガス協会 

鴻巣支部 
H 9.11. 5 

広域停電事故による北本市防災行政無線（固定系）の使

用に関する協定書 
東京電力パワーグリッド(株) H11.12.15 

広域的なガス供給停止による北本市防災行政無線（固定

系）の使用に関する協定書 
新日本瓦斯株式会社 H19.12. 1 

災害時における電気設備等の復旧に関する協定書 埼玉県電気工事工業組合 H20.10.29 

大規模災害時等における電力復旧等に関する協定書 東京電力パワーグリッド(株) H23. 1.24 

特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 
東日本電信電話(株) 

埼玉事業部 
H27. 3.12 

 

 

≪≪≪２２２．．．協協協定定定等等等関関関連連連≫≫≫   
 



資料編 
資料集 

資料 - 33 

資料２．３ 災害時応援協定一覧【食料、生活物資関連】 

 

■食料、生活物資関連の協定一覧                 [平成 28 年 10 月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

災害時における救援物資提供に関する協定 三国コカ・コーラボトリング(株) H16.12. 8 

防災応援型自動販売機設置に関する協定 三国コカ・コーラボトリング(株) H24. 6.12 

防犯・防災応援型自動販売機設置に関する協定書 
北里大学メディカルセンター 

三国コカ・コーラボトリング(株) 
H25.11.22 

災害時における支援協力に関する協定 
イオンリテールストア(株) 

イオン北本店 
H28. 3.15 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定 生活協同組合コープみらい H23. 2.25 

災害時における生活物資の供給に関する協定 (株)カインズ H24.10.31 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定 さいたま農業協同組合 H24.12.20 

災害時における燃料等の供給協力に関する協定 有限会社しんごや石油 H24. 6.29 

 

 

 

資料２．４ 災害時応援協定一覧【土木建築、輸送関連】 

 

■土木建築、輸送関連の協定一覧                  [平成 28 年 10 月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

災害又は事故等における応急対策業務に関する協定書 北本市総合建設業協会 H28. 1.15 

災害時における物資の輸送に関する協定書 
(一社)埼玉県トラック協会 

鴻巣支部 
H24. 7. 2 

災害時等における優先協力要請に関する協定 (株)矢口造園 H20. 9.25 

災害時等における資機材等の優先供給に関する協定 コーエィ(株) H19. 6. 7 

北本市被災建築物応急危険度判定士の招集に関する協定書 (一社)埼玉建築士会中央北支部 H25. 4. 2 

 

 

 

資料２．５ 災害時応援協定一覧【民間企業、団体関連】 

 

■民間企業、団体関連の協定一覧                  [平成 29 年 3月 31 日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

災害時における帰宅困難者対応に関する覚書 東日本旅客鉄道(株) H25.10. 1 

災害時における航空機の優先利用に関する協定書 本田航空(株) H10. 2.25 

災害時における廃棄物の収集運搬等に関する協定書 北本リサイクル事業協同組合 H25.10.23 

災害時における放送等に関する協定 (株)ジェイコム北関東 H27.12. 3 

災害発生時における協力活動及び情報提供に関する協定 日本郵便(株) 北本支店 H20. 5. 1 

災害時における北本市と市内郵便局の協力に関する協定 日本郵便(株) 北本郵便局 H20. 5. 1 

災害時における物資の優先供給に関する協定 富士重工業(株)埼玉製作所 H20.11.28 

災害時における被災者支援に関する協定書 埼玉県行政書士会 H29. 1.23 

災害時の医療救護活動に関する協定書 (一社)桶川北本伊奈地区医師会 H29. 3.28  
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名  称 協定締結先 締結年月日 

災害時の歯科医療救護活動に関する協定書 (一社)埼玉県北足立歯科医師会 H29.3.28  

災害時の医療救護活動等に関する協定書 北本市薬剤師会 H29.3.28  

 

 

 

資料２．６ 災害時応援協定一覧【福祉施設関連】 

 

■福祉施設関連の協定一覧                    [平成 28 年 10 月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

災害時等における福祉協力等に関する協定書 生活協同組合コープみらい H23.2.25 

災害時におけるに福祉協力等に関する協定 社会福祉法人松寿会 H25.9.30 

災害時におけるに福祉協力等に関する協定 社会福祉法人ピースクエア H26.3.19 

 

 

 

資料２．７ 災害時応援協定一覧【消防関連】 

 

■消防関連の協定一覧                      [平成 28 年 10 月１日現在] 

名  称 協定締結先 締結年月日 

協定書（防災行政用無線局（固定系）遠隔制御装置の

設置及び運用） 

埼玉県央広域消防本部 

桶川市、鴻巣市、吹上町、川里村 
H 8. 4. 1 

消防相互応援協定書 

川越地区消防組合 

埼玉県央広域消防本部 

桶川市 

H19. 6.20 
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資料３．１ 防災関係機関連絡先一覧 

 

（１）埼玉県関係                        〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

危機管理防災部消防防災課 さいたま市浦和区高砂３-15-１ 048-830-8181 

危機管理防災部危機管理課         〃 048-830-8131 

北本県土整備事務所 北本市東間３-143 048-540-8200 

鴻巣保健所 鴻巣市東４-５-10 048-541-0249 

さいたま農林振興センター さいたま市浦和区北浦和５-６-５ 048-822-2492 

南部教育事務所         〃 048-822-1860 

県央地域振興センター 上尾市大字南 239-１ 048-777-1110 

埼玉県病害虫防除所 熊谷市須賀広 784 048-539-0661 

中央家畜保健衛生所 さいたま市北区別所町 107-１ 048-663-3071 

埼玉県防災航空センター 川島町大字出丸下郷 53-１ 049-297-7810 

荒川左岸北部下水道事務所 行田市長野 952-１ 048-564-0018 

 

（２）警察機関                         〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

鴻巣警察署 鴻巣市東４-１-３ 048-543-0110 

  〃  北本交番 北本市本宿２-８ 048-591-1446 

  〃  北本駅前交番  〃 中央２-172 048-592-2044 

  〃  二ツ家交番  〃 二ツ家１-380-２ 048-593-7610 

 

（３）消防機関                         〔平成 28 年８月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

埼玉県央広域消防本部 鴻巣市箕田 1638-１ 048-597-3301 

    〃    北本消防署 北本市緑 3-396 048-592-5005 

    〃    北本東分署  〃 宮内 7-240 048-592-2254 

 

（４）指定行政機関・指定地方行政機関              〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

消防庁応急対策室 東京都千代田区霞が関２-１-２ 03-5253-7527 

関東農政局消費･安全部地域第一課 さいたま市浦和区岸町５-16-３ 048-864-9041 

大宮国道事務所   〃  北区吉野町１-435 048-669-1200 

   〃   大宮出張所   〃  北区日進町３-342-１ 048-663-4935 

荒川上流河川事務所 川越市新宿町３-12 049-246-6371 

    〃    熊谷出張所 熊谷市久下 1631-５ 048-522-0612 

≪≪≪３３３．．．防防防災災災関関関係係係機機機関関関等等等≫≫≫   
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機関名 所在地 電話番号 

熊谷地方気象台 熊谷市桜町１-６-10 048-521-7911 

さいたま労働基準監督署 さいたま市中央区新都心 11-２ 048-600-4803 

大宮公共職業安定所   〃  大宮区大成町１-525 048-667-8609 

 

（５）自衛隊                         〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

陸上自衛隊第 32 普通科連隊 さいたま市北区日進町１-40-７ 048-663-4241 

 

（６）指定公共機関                      〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

東日本旅客鉄道(株)北本駅 北本市北本１-12 048-592-9365 

東日本電信電話(株)埼玉事業部 さいたま市浦和区常盤 5-8-17 048-626-6623 

日本赤十字社埼玉県支部   〃  浦和区岸町 3-17-1 048-789-7117 

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ(株)埼玉総支社   〃  浦和区北浦和 5-14-2 0120-995-442 

ＮＨＫさいたま放送局   〃  浦和区常盤６-１-21 048-833-2041 

日本郵便（株）北本郵便局 北本市緑１-167 048-591-3322 

 

（７）指定地方公共機関                    〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

(株)テレビ埼玉 さいたま市浦和区常盤６-36-４ 048-824-3131 

(株)エフエムナックファイブ   〃  大宮区錦町 682-２ 048-650-0795 

新日本瓦斯(株) 北本市古市場１-５ 048-592-2411 

(一社)埼玉県 LP ガス協会鴻巣支部 鴻巣市本町３-8-40 048-541-4711 

(一社)埼玉県トラック協会鴻巣支部  〃 広田 467-１ 048-596-1121 

 

（８）協定締結市                       〔平成 28 年４月 1日現在〕 

機関名 所在地 電話番号 

十日町市 新潟県十日町市千歳町３-３ 025-757-3111 

牛久市 茨城県牛久市中央３-15-１ 029-873-2111 

富津市 千葉県富津市下飯野 2443 0439-80-1222 

会津坂下町 福島県会津坂下町市中三番甲 3662 0242-84-1503 

川島町 川島町大字下八ツ林 870-1 049-297-1811 

 

（９）団体関連、民間企業等                  〔平成 28 年８月 1日現在〕 

団体名 所在地 電話番号 

桶川北本水道企業団 北本市中丸６-83 048-591-2775 

(一社）桶川北本伊奈地区医師会  〃 二ツ家３-183 048-591-3140 

(一社）埼玉県北足立歯科医師会 鴻巣市赤見台１-15-23 048-596-0275 

北本市薬剤師会 北本市下石戸 1-766 048-592-2150 



資料編 
資料集 

資料 - 37 

団体名 所在地 電話番号 

北里大学メディカルセンター 北本市荒井６-100 048-593-1212 

北本地区衛生組合  〃 朝日１-200 048-591-5490 

埼玉中部環境保全組合 吉見町大串 2808 0493-54-0666 

さいたま農業協同組合 さいたま市見沼区東大宮 4-21-1 048-666-1251 

北本市商工会 北本市宮内７-148 048-591-4461 

北本市社会福祉協議会  〃 高尾１-180 048-593-2961 

北本市総合建設業協会  〃 東間４-89 048-542-4300 

埼玉県電気工事工業組合 さいたま市北区植竹町１-820-6 048-663-0242 

(一社）埼玉建築士会中央北支部 桶川市寿町１-３-７ 048-775-4700 

埼玉県立北本高等学校 北本市古市場 1-152 048-592-2200 

北本リサイクル事業協同組合  〃 宮内 7丁目 147 番地 048-591-6432 

生活協同組合コープみらい さいたま市南区根岸１-５-５ 048-864-1181 

社会福祉法人松寿会 北本市緑 4-104 048-591-3233 

社会福祉法人ピースクエア  〃 朝日１-30-1 048-593-8080 

埼玉県行政書士会 さいたま市浦和区仲町 3-11-11 048-833-0900 

三国コカ・コーラボトリング(株) 桶川市加納 180 048-774-1103 

本田航空(株) 川島町大字出丸下郷 53-１ 049-299-1111 

コーエィ(株) 群馬県前橋市上小出町１-９-12 027-233-0522 

イオンリテールストア（株） 

イオン北本店 
北本市中央 4-63 048-591-5111 

(株）矢口造園  〃 古市場２-265 048-591-4593 

富士重工業（株）埼玉製作所  〃 朝日４-410 048-593-7755 

(株）カインズ 本庄市早稲田の杜１-2-1 0495-25-1000 

有限会社しんごや石油 北本市本町 6-271 048-591-1643 

（株）ジェイコム北関東 さいたま市浦和区常盤 10丁目 4番 1号 048-088-1177 
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資料３．２ 北本市防災会議委員名簿 

北本市防災会議委員名簿 

№ 委員の別 区 分 所属する機関 職 名 

- 会長  北本市 市     長 

1 

１号委員 指定地方行政機関 

国土交通省関東地方整備局荒川上流河川事務所 所     長 

2 厚生労働省埼玉労働局さいたま労働基準監督署 署     長 

3 国土交通省関東地方整備局大宮国道事務所 事 務 所 長 

4 農林水産省関東農政局 埼玉支局 支 局 長 

5 

２号委員 県の機関 

埼玉県北本県土整備事務所 所     長 

6 埼玉県県央地域振興センター 副 所 長 

7 埼玉県鴻巣保健所 所 長 

8 埼玉県さいたま農林振興センター 所     長 

9 ３号委員 警察機関 埼玉県警察本部鴻巣警察署 署     長 

10 

４号委員 市の機関 

北本市 理 事 

11 北本市 企画財政部長 

12 北本市 総 務 部 長 

13 北本市 市民経済部長 

14 北本市 福 祉 部 長 

15 北本市 健康推進部長 

16 北本市 都市整備部長 

17 北本市 議会事務局長 

18 北本市 会 計 管 理 者 

19 北本市 健康づくり課長 

20 北本市 東 保 育 所 長 

21 北本市 福 祉 課 長 

22 
５号委員 教育機関 

北本市教育委員会 教 育 長 

23 北本市教育委員会 教 育 部 長 

24 

６号委員 消防機関 

埼玉県央広域事務組合消防本部 消 防 長 

25 埼玉県央広域事務組合消防本部 北本消防署長 

26 北本市消防団 団     長 

27 

７号委員 一部事務組合の機関 

桶川北本水道企業団 事 務 局 長 

28 北本地区衛生組合 事 務 局 長 

29 埼玉中部環境保全組合 事 務 局 長 

30 

８号委員 
指定公共機関及び 

指定地方公共機関 

東日本旅客鉄道（株）北本駅 駅     長 

31 東京電力パワーグリッド（株）埼玉総支社 副 総 支 社 長 

32 東日本電信電話（株） 取締役埼玉事業部長 

33 新日本瓦斯（株） 取締役供給本部長 

34 

９号委員 公共的団体 

（一社）桶川北本伊奈地区医師会 医 師 

35 さいたま農業協同組合 北部統括部副部長 

36 北本市商工会 副 会 長 

37 （一社）埼玉県北足立歯科医師会北本支部 北 本 支 部 長 

38 北本市社会福祉協議会 副 会 長 

39 

10 号委員 
自主防災組織 

学識経験者 

自主防災会《ワコーレロイヤルガーデン北本防災会》 副 会 長 

40 自主防災会《北本団地第１自主防災会》 会 長 

41 自主防災会《東間８丁目自主防災会》 会 長 

42 自主防災会《西高尾２丁目自治会自主防災会》 会 長 
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資料３．３ 自主防災組織一覧 

 

■北本市自主防災会一覧                 [平成 29年 1 月１日現在] 

№ 名          称 設立年月日 

1 石戸宿自主防災会(西 8地区） 平成 7年 3月 1日 

2 中丸 5丁目自主防災会 平成 7年 3月11日 

3 本町 7・8丁目自主防災会 平成 7年 7月 1日 

4 北本 2丁目自主防災会 平成 7年 8月 1日 

5 チサン第 3団地自主防災会 平成 8年10月27日 

6 中丸 2丁目自主防災会 平成 9年 4月 1日 

7 北本団地第１自主防災会 平成11年11月14日 

8 北本団地第 2 自主防災会 平成11年11月14日 

9 北本団地第 3 自主防災会 平成11年11月14日 

10 北本団地第 4 自主防災会 平成11年11月14日 

11 北本団地第 5 自主防災会 平成11年11月14日 

12 宮内１丁目自主防災会 平成13年 2月 1日 

13 西 4 地区自主防災会 平成13年10月15日 

14 北本スカイハイツ防犯・防災隊 平成14年 4月 1日 

15 グリーンハイツ北本自主防災会 平成15年 4月 1日 

16 二ツ家団地自主防災会 平成16年 4月 1日 

17 東７地区自主防災会 平成17年 3月 1日 

18 西高尾 6丁目自主防災会 平成17年10月 2日 

19 東 8 地区自主防災会 平成18年 2月 1日 

20 東 10 地区自主防災会 平成18年 3月 1日 

21 東 11 地区自主防災会 平成18年 3月 1日 

22 東 19 地区自主防災会 平成18年 3月 1日 

23 サンマンション北本自主防災会 平成17年11月13日 

24 本町 3丁目自主防災会 平成18年 7月 2日 

25 西高尾７丁目自治会防災会 平成18年 7月 5日 

26 東間 8丁目自主防災会 平成18年11月 1日 

27 東 9 地区自主防災会 平成19年 2月 1日 

28 ワコーレロイヤルガーデン北本防災会 平成19年 3月 1日 

29 本宿 3丁目自主防災会 平成19年 6月 1日 

30 宮内 3丁目自主防災会 平成19年 9月 1日 

31 西高尾 3丁目自治会防災会 平成19年12月 5日 

32 西高尾 5丁目自治会防災会 平成19年12月21日 

33 西高尾 4丁目自主防災会 平成19年12月20日 

34 宮内 2丁目自主防災会 平成19年12月 1日 

35 西高尾 1丁目自主防災会 平成20年 3月 1日 

36 西高尾２丁目自治会自主防災会 平成20年 9月 7日 

37 本町 6丁目自主防災会 平成20年 8月14日 

38 中丸 7丁目自主防災会 平成20年10月 1日 
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№ 名          称 設立年月日 

39 北本ハイデンス自治管理組合防災会 平成20年11月23日 

40 京王地区自主防災会 平成20年11月24日 

41 北本 3丁目自主防災会 平成21年 8月 1日 

42 中丸 3丁目自主防災会 平成21年 8月 1日 

43 西高尾８丁目自主防災会 平成21年10月14日 

44 中丸 1丁目自主防災会 平成22年 2月 6日 

45 アトレ北本自主防災会 平成22年 6月 1日 

46 中央 1丁目町会自主防災会 平成22年12月 1日 

47 西 9 地区自主防災会 平成23年10月 1日 

48 西 11 地区自主防災会 平成24年 4月 1日 

49 中丸 6丁目自主防災会 平成24年11月 1日 

50 山中 1・2丁目自主防災会 平成24年11月25日 

51 谷足自治会西 19 自主防災会 平成25年 4月14日 

52 マリオン北本自主防災会 平成25年 9月15日 

53 二ツ家 4丁目自主防災会 平成26年10月26日 

54 本宿 2丁目自主防災会 平成26年12月 1日 

55 二ツ家 3丁目自主防災会 平成28年 4月 1日 

56 ハイムタウン自主防災会 平成28年 9月 1日 

57 東間７丁目自主防災会 平成28年12月 1日 
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資料４．１ 重要水防区域一覧 

 

■【荒川】直轄河川重要水防区域一覧表（事務所：荒川上流河川事務所、水防管理団体：北本市） 

重要度 
左右
岸別 

重要水防箇所 
延長 
（ｍ） 

重要なる理由 
想定される
水防工法 種別 

階
級 

地先名 
粁杭位置 
（Ｋ，ｍ） 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
高尾四丁目 

59.6 上 136～ 
59.6 下 75 

212 
 

計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさないが、背後地が
山付きとなっており、地盤高が計画高
水位よりも高い 

シート張工 

堤防断面 Ｂ     計画堤防断面の１／２未満（堤防未施
工区間）であるが、上記と同様 

積み土嚢工 

堤防断面 Ｂ 左 埼玉県北本市
高尾四丁目 

59.6 下 75～ 
59.2 上 197 

131 計画堤防断面以下で１／２以上 積み土嚢工 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
高尾六丁目 

58.8 下 78～ 
58.8 下 141 

62 計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさないが、背後地が
山付きとなっており、地盤高が計画高
水位よりも高い 

シート張工 

堤防断面 Ｂ     計画堤防断面の１／２未満（堤防未施
工区間）であるが、上記と同様 

積み土嚢工 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
高尾六丁目 

58.4 上 182～ 
58.4 上 109 

73 計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさないが、背後地が
山付きとなっており、地盤高が計画高
水位よりも高い 

シート張工 

堤防断面 Ｂ     計画堤防断面の１／２未満（堤防未施
工区間）であるが、上記と同様 

積み土嚢工 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
高尾九丁目 

58.4 下 14～ 
58.4 下 143 

128 計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさないが、背後地が
山付きとなっており、地盤高が計画高
水位よりも高い 

シート張工 

堤防断面 Ｂ  ’   計画堤防断面の１／２未満（堤防未施
工区間）であるが、上記と同様 

積み土嚢工 

工作物 Ｂ 左 埼玉県北本市
荒井四丁目 

58.0 下 115 11 桁下高と計画洪水流量規模の水位との
差が計画余裕高に満たない（荒井橋） 

積み土嚢工 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
石戸宿八丁目
～石戸宿六丁
目 

56.8 上 132～ 
56.8 下 46 

178 計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさない 

シート張工 

堤防断面 Ｂ 左 埼玉県北本市
石戸宿五丁目 

56.0～ 
56.0 下 57 

57 計画堤防断面以下で１／２以上 積み土嚢工 

堤防高 Ｂ 左 埼玉県北本市
石戸宿五丁月
～桶川市大字
川田谷 

56.0 下 57～ 
54.8 下 129 

1,153 計画高水流量規模の洪水の水位が計画
堤防余裕高を満たさないが、背後地が
山付きとなっており、地盤高が計画高
水位よりも高い 

シート張工 

堤防断面 Ｂ     計画堤防断面の１／２未満（堤防未施
工区間）であるが、上記と同様 

積み土嚢工 

注）「重要度」欄の評定基準は、次のとおり 
 

種別 
埼  玉  県 

Ａ 水防上最も重要な区間 Ｂ 水防上重要な区間 

堤防高 

（流下能力） 

堤防余裕高が計画高水位又は既往最

大水位に対して、最も危険が予想さ

れる箇所 

堤防余裕高が計画高水位又は既往最大水位

に対して、危険が予想される箇所 

 

≪≪≪４４４．．．災災災害害害危危危険険険箇箇箇所所所、、、危危危険険険施施施設設設等等等≫≫≫   
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資料４．２ 急傾斜地崩壊危険箇所一覧 

 

 

■急傾斜地崩壊危険箇所一覧 

ランク 箇所名 
所在地 

自然／人工 
市町村名 大字 小字 

Ⅰ 石戸宿一丁目―１ 北本市 石戸宿一丁目  自然 

Ⅰ 石戸宿一丁目―２ 北本市 石戸宿一丁目  自然 

Ⅰ 石戸宿一丁目―３ 北本市 石戸宿一丁目  人工 

Ⅰ 石戸宿三丁目―１ 北本市 石戸宿三丁目  人工 

Ⅱ 荒井五丁目 北本市 荒井五丁目  自然 

Ⅱ 石戸宿六丁目―１ 北本市 石戸宿六丁目  自然 

Ⅲ 荒井三丁目 北本市 荒井三丁目  人工 

Ⅲ 石戸宿三丁目―２ 北本市 石戸宿三丁目  自然 

Ⅲ 石戸宿六丁目―２ 北本市 石戸宿六丁目  自然 

Ⅲ 石戸宿六丁目―３ 北本市 石戸宿六丁目  自然 

Ⅲ 石戸宿六丁目―４ 北本市 石戸宿六丁目  自然 

Ⅲ 石戸宿五丁目 北本市 石戸宿五丁目  自然 

 注）「ランク」欄の区分は、次のとおり 

   Ⅰ：人家が５戸以上等がある箇所 

   Ⅱ：人家が１～４戸ある箇所 

   Ⅲ：人家はないが、一定の要件を満たし、住宅等が新規に立地する可能性がある箇所 

 

 

 

 

資料４．３ 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域一覧 

 

 

■土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域一覧 

箇所番号 
土砂災害警戒区域等

の名称 
所 在 地 

土砂災害の発生原因と

なる自然現象の種類 
指定年月日 

11102-I-0003 石戸宿一丁目－1 北本市石戸宿一丁目地内 急傾斜地の崩壊 Ｈ20年3月28日 

11102-Ⅱ-0004 石戸宿六丁目－1 北本市石戸宿六丁目地内 急傾斜地の崩壊 Ｈ25年1月22日 
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資料４．４ 危険物施設一覧 

 

 

■危険物施設一覧                       [平成 28 年 3月 31 日現在] 

製 

造 

所 

貯   蔵   所 取   扱   所 

事 

業 

所 

数 

屋 

内 

貯 

蔵 

所 

屋 
外 
タ 
ン 
ク 
貯 
蔵 
所 

屋 
内 
タ 
ン 
ク 
貯 
蔵 
所 

地 
下 
タ 
ン 
ク 
貯 
蔵 
所 

移 
動 
タ 
ン 
ク 
貯 
蔵 
所 

屋 

外 

貯 

蔵 

所 

給 

油 

取 

扱 

所 

販売取扱所 一 

般 

取 

扱 

所 

第 
１ 

種 
第 

２ 

種 

- 21 9 2 12 2 3 15 1 - 17 82 

 

 

 

 

資料４．５ ガス施設一覧 

 

 

■ガス施設一覧                        [平成 28 年 3月 31 日現在] 

名称 所在地 電話番号 事業内容 

大洋液化ガス株式会社埼玉工場 北本市深井８―13 541―1097 高圧ＬＰガス製造 

新日本瓦斯株式会社 北本市古市場１―５ 592―2411 都市ガスの供給 
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資料５．１ 災害時優先電話登録状況一覧 

 

■災害時優先電話登録状況一覧                 [平成28年8月1日現在] 

番号 設置場所 所在地 摘要 

1 北本市役所（市長室） 北本市本町１―111  

2   〃  （くらし安全課）     〃  

3   〃  （契約管財課）     〃  

4 コミュニティセンター 北本市本町８-156-３  

5 勤労福祉センター  〃 宮内１-120  

6 健康増進センター  〃 中丸 10-55  

7 あすなろ学園  〃 中丸 10-54-２  

8 こども療育センター  〃 高尾１-176  

9 中央保育所  〃 本町３-52  

10 東保育所  〃 本宿７-80-1  

11 栄保育所  〃 石戸６-14  

12 深井保育所  〃 深井４-２  

13 総合福祉センター  〃 高尾１-180  

14 学習センター  〃 栄 13  

15 体育センター  〃 古市場１-156  

16 文化センター  〃 本町１-２-１  

17 南部公民館  〃 二ツ家１-127  

18 東部公民館  〃 本宿２-33  

19 西部公民館  〃 荒井３-95  

20 北部公民館  〃 深井４-155  

21 中丸公民館  〃 中丸 10-419  

22 中丸小学校  〃 宮内７-145  

23 石戸小学校  〃 荒井２-320  

24 南小学校  〃 緑 3-387  

25 栄小学校  〃 栄１  

26 北小学校  〃 深井４-45  

27 西小学校  〃 本町７-３  

28 東小学校  〃 中丸６-65  

29 中丸東小学校  〃 中丸 10-270  

30 北本中学校  〃 本町１-１-１  

31 東中学校  〃 山中２-128  

32 西中学校  〃 石戸９-210  

33 宮内中学校  〃 宮内４-322  

34 中丸学童保育室  〃 宮内７-145  

≪≪≪５５５．．．情情情報報報通通通信信信、、、広広広報報報活活活動動動関関関連連連≫≫≫   
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番号 設置場所 所在地 摘要 

35 石戸学童保育室 北本市荒井２-320  

36 南学童保育室  〃 緑3-387  

37 栄学童保育室  〃 栄１  

38 北学童保育室  〃 深井４-45  

39 西学童保育室  〃 本町７-14  

40 東学童保育室  〃 中丸６-173  

41 中丸東学童保育室  〃 中丸10-350-２  
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資料５．２ 気象庁震度階級関連解説表 

 

気象庁震度階級関連解説表 

（平成 21年 3月 31 日改定） 

 

震度は、地震動の強さの程度を表すもので、震度計を用いて観測します。 

 この「気象庁震度階級関連解説表」は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのよう

な現象や被害が発生するかを示すものです。 

この表を使用される際は、以下の点にご注意下さい。 

１ 気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による観測

値です。この資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が発

生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度が決定されるものではありま

せん。 

２ 地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測値で

あり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがあります。また、中高層建物の上

層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所によって揺れの強さ

が異なります。 

３ 震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の１回あたり

の時間の長さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の状況により

被害は異なります。 

４ この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるものを記

述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。ま

た、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではありません。 

５ この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、５年程度で定期

的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によって実状と合

わなくなった場合には変更します。 

６ この資料では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・形容詞

を用いています。 

 

用語 意味 

まれに 極めて少ない。めったにない。 

わずか 数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

大半 半分以上。ほとんどよりは少ない。 

ほとんど 全部ではないが、全部に近い。 

が（も）ある、 

が（も）いる 

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くはないが

その数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる 
上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くなる」が使

われている場合に使用。 
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■人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度階級 人間 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地震計

には記録される。 
－ － 

１ 

屋内で静かにしている人の中

には、揺れをわずかに感じる人

がいる。 

－ － 

２ 

屋内で静かにしている人の大

半が、揺れを感じる。眠ってい

る人の中には、目を覚ます人も

いる｡  

電灯などのつり下げ物が、わずかに

揺れる。 
－ 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、揺

れを感じる。歩いている人の中

には、揺れを感じる人もいる。

眠っている人の大半が、目を覚

ます。 

棚にある食器類が音を立てること

がある。 

電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩いてい

る人のほとんどが、揺れを感じ

る。眠っている人のほとんど

が、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺

れ､棚にある食器類は音を立てる。

座りの悪い置物が、倒れることがあ

る。 

電線が大きく揺れる。自動車を運転し

ていて、揺れに気付く人がいる。 

５弱 

大半の人が、恐怖を覚え、物に

つかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺

れ､棚にある食器類、書棚の本が落

ちることがある。座りの悪い置物の

大半が倒れる。固定していない家具

が移動することがあり、不安定なも

のは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちること

がある。電柱が揺れるのがわかる。道

路に被害が生じることがある｡ 

５強 

大半の人が、物につかまらない

と歩くことが難しいなど、行動

に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、落ち

るものが多くなる。テレビが台から

落ちることがある。固定していない

家具が倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちることがある。

補強されていないブロック塀が崩れ

ることがある。据付けが不十分な自動

販売機が倒れることがある。自動車の

運転が困難となり、停止する車もあ

る。 

６弱 

立っていることが困難になる。 固定していない家具の大半が移動

し、倒れるものもある｡ドアが開か

なくなることがある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下す

ることがある。 

６強 

立っていることができず、はわ

ないと動くことができない。揺

れにほんろうされ、動くことも

できず、飛ばされることもあ

る。 

固定していない家具のほとんどが

移動し、倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下す

る建物が多くなる。補強されていない

ブロック塀のほとんどが崩れる。 

７ 

固定していない家具のほとんどが

移動したり倒れたりし、飛ぶことも

ある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損､落下す

る建物がさらに多くなる。補強されて

いるブロック塀も破損するものがあ

る。 
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■木造建物（住宅）、鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 

階級 

木造建物 鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 

壁などに軽微なひび割れ・

亀裂がみられることがあ

る。 

－ － 

５強 － 

壁などにひび割れ・亀裂が

みられることがある。 － 

壁、梁（はり）、柱などの部材

に、ひび割れ・亀裂が入ること

がある。 

６弱 

壁などに軽微なひび割

れ・亀裂がみられるこ

とがある。 

壁などのひび割れ・亀裂が

多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

瓦が落下したり、建物が傾

いたりすることがある。倒

れるものもある。 

壁、梁（はり）、柱な

どの部材に、ひび割

れ・亀裂が入ることが

ある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材

に、ひび割れ・亀裂が多くなる。 

６強 

壁などにひび割れ・亀

裂がみられることがあ

る。 

壁などに大きなひび割れ・

亀裂が入るものが多くな

る。 

傾くものや、倒れるものが

多くなる。 

壁、梁（はり）、柱な

どの部材に、ひび割

れ・亀裂が多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材

に、斜めやＸ状のひび割れ・亀

裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩

れ、倒れるものがある。 

７ 

壁などのひび割れ・亀

裂が多くなる。 

まれに傾くことがあ

る。 

傾くものや、倒れるものが

さらに多くなる。 

壁、梁（はり）、柱な

どの部材に、ひび割

れ・亀裂がさらに多く

なる。 

1 階あるいは中間階

が変形し、まれに傾く

ものがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材

に、斜めやＸ状のひび割れ・亀

裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩

れ、倒れるものが多くなる。 

（木造建物） 

注１）木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、

おおむね昭和56年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。し

かし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性

の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

注２）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下地

を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやす

くなる。 

注３）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成20 年（2008年）岩手・宮城内

陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

（鉄筋コンクリート造建物） 

注１） 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、おおむね昭和56年（1981

年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、

立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決

まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

注２） 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられるこ

とがある。 
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■地盤・斜面等の状況 

震度階級 地盤の状況 斜面等の状況 

５弱 
亀裂※1や液状化※2が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩壊が発生

することがある※3。 ７ 

※1 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

※2 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の

噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊

れたりするなどの被害が発生することがある。 

※3 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。また、

大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

■ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 

安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れで遮

断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることが

ある※。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある※。 

鉄道の停止、 

高速道路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、

運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安全確

認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネッ

ト等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状況（ふく

そう）が起こることがある。そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあっ

た地震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板

などの提供が行われる。 

エレベーターの停止 
地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安全の

ため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかることがある。 

※震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止することが

ある。 

 

■大規模構造物への影響 

長周期地震動※による超高層

ビルの揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建物に

比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、長周期

地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合には、固定の

弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定しているものにつかまらないと、同じ場

所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクのスロッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺れる

現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりすることがあ

る。 

大規模空間を有する施設の天

井等の破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自体に

大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破損、脱落

することがある。 

※規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では地盤

の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。 
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資料５．３ 竜巻予報の概要 

 

竜巻予報の概要 

 

１ 竜巻の発生状況 

竜巻は上空の寒気により大気の状態が非常に不安定となり、落雷、突風、降ひょうを伴う発達

した積乱雲が発生したときに生じることが多い。 

国内では年間 10～20 個程度発生している。季節に関係なく、台風、寒冷前線、低気圧などにと

もなって発生するが、台風シーズンの９月頃に最も多く確認されている。  

 

２ 竜巻の特徴 

竜巻は、その発現時間が数分から数十分と短い。規模は直径数十～数百メートルであり、数ｋ

ｍにわたりほぼ直線で移動し、被害地域は帯状になる。風速によっては住家の倒壊や自動車が飛

ばされる等の大きな被害をもたらす可能性があり、広範囲に飛散物が散乱する。台風、大雨、大

雪等の他の気象災害と比較すると、個人単位でみると、竜巻に遭遇する頻度は低い。  

 

３ その他の突風 

（１）ダウンバースト  

ダウンバーストは、積乱雲から吹き降ろす下降気流が地表に衝突して水平に吹き出す激しい

空気の流れである。吹き出しの広がりは数百メートルから十キロメートル程度で、被害地域は

円形あるいは楕円形など面的に広がる特徴がある。  

 

（２）ガストフロント  

ガストフロントは、積乱雲の下で形成された冷たい（重い）空気の塊が、その重みにより温

かい（軽い）空気の側に流れ出すことによって発生する。水平の広がりは竜巻やダウンバース

トより大きく、数十キロメートル以上に達することもある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：気象庁ホームページ）  

４ 竜巻に関する気象情報 

気象庁は、竜巻などの激しい突風に関する気象情報として、竜巻注意情報を発表しているほか、

竜巻などの激しい突風が発生しやすい地域の詳細な分布と 1 時間先までの予報として、竜巻発生

確度ナウキャストを提供している。 
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（１）段階的な気象情報の発表 

竜巻などの激しい突風に対する気象情報は、発生の可能性に応じて段階的に発表される。半

日～1 日程度前には、気象情報で「竜巻などの激しい突風のおそれ」と明記して注意を呼びか

ける。数時間前には、雷注意報でも「竜巻」と明記して特段の注意を呼びかける。さらに、今

まさに、竜巻やダウンバーストなどの激しい突風が発生しやすい気象状況となった段階で、「竜

巻注意情報」が発表される。  

なお、竜巻などの激しい突風の発生可能性の予報として、竜巻発生確度ナウキャストを常時

10 分毎に発表しているが、竜巻注意情報は竜巻発生確度ナウキャストで発生確度 2が現れた地

域（県など）に発表される。  

 

 

 

（２）竜巻注意情報の効果的な利用 

激しい突風をもたらす竜巻などの現象は、発現時間が短く、発現場所も極めて狭い範囲に限

られる。一方、この情報は比較的広い範囲（おおむね一つの県）を対象に発表されるので、竜

巻注意情報が発表された地域でも必ず竜巻などの突風に遭遇するとは限らない。したがって、

竜巻注意情報が発表された場合に簡単にできる対応としては、まず周囲の空の状況に注意を払

うことである。さらに、空が急に真っ暗になる、大粒の雨が降り出す、雷が起こるなど、積乱

雲が近づく兆候が確認された場合には、頑丈な建物に避難するなどの身の安全を確保する行動

をとる必要がある。また、人が大勢集まる屋外行事や高所作業のように、避難に時間がかかる

と予想される場合には、気象情報や雷注意報にも留意し早めの避難開始を心がけることが必要

である。 

竜巻注意情報が発表された場合、竜巻発生確度ナウキャストを見れば危険な地域の詳細や、

刻々と変化する状況を把握することができる。雷注意報や竜巻注意情報と竜巻発生確度ナウキ

ャストとを組み合わせて利用することが効果的である。  
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■【竜巻注意情報】の発表例 

○○県竜巻注意情報 第１号 

平成××年４月２０日１０時２７分 △△地方気象台発表 

○○県は、竜巻などの激しい突風が発生しやすい気象状況になっています。 

空の様子に注意してください。雷や急な風の変化など積乱雲が近づく兆しが 

ある場合には、頑丈な建物内に移動するなど、安全確保に努めてください。 

落雷、ひょう、急な強い雨にも注意してください。 

この情報は、２０日１１時３０分まで有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他の気象情報 

気象情報や雷注意報に「竜巻」という言葉が付加される場合がある。 

この場合、平常時に比べ、竜巻等突風の発生する可能性は、気象情報で約８倍、雷注意報で

約２０倍高くなっている状態である。 

 

《参考》 

◆「竜巻注意情報の概要」 

 竜巻注意情報は、積乱雲の下で発生する竜巻等突風が発生しやすい気象状況になっ

たと判断された場合に、都道府県単位を対象に発表される。 

 竜巻注意情報発表があった場合は、大気が不安定で、竜巻発生の可能性は平常時に

比べ約 200 倍となっている。 

 情報の有効期間は１時間であるが、注意すべき状況が続く場合には、竜巻注意情報

を再度発表される（「竜巻注意情報の発表例」参照）。 

 適中率は４％程度、補足率は20～30％程度。発表段階で竜巻の規模は不明、竜巻発

生の後に発表となることもあり、予測精度は低い。 

《参考》 

◆「竜巻発生確度ナウキャストの概要」 

竜巻発生確度ナウキャストは、竜巻等突風の発生する可能性の高い地域の範囲及び

今後の予測について竜巻注意情報より詳細に示す情報である。 

「竜巻などの激しい突風が今にも発生する（又は発生している）可能性の程度」を

推定し、適中率と捕捉率の違いから、次の二つの発生確度で、10km 格子単位で 10 分

毎に 60 分先までの予測を行う。 

発生確度２：竜巻などの激しい突風が発生する可能性があり注意が必要である。 

（適中率５～10％、捕捉率 20～30％） 

発生確度１：竜巻などの激しい突風が発生する可能性がある。 

（適中率１～５％、捕捉率 60～70％） 

10 分ごとに更新して提供しており、発生確度１に満たない地域は、発生確度は表

示されない。発生確度２は、発生確度１に比べて予測の適中率が高い反面、捕捉率が

低いため、予測できない事例が多くなる。逆に、発生確度１は捕捉率が高く、見逃す

事例が少ない反面、予測の適中率は低くなる。 
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資料５．４ 北本市防災行政用無線局運用要綱 

 

北本市防災行政用無線局運用要綱 

昭和 56 年 3 月 31 日 

要綱第 7号 

注 平成 20 年 3 月から改正経過を注記した。 

 

北本市防災行政無線運用要綱(昭和 54 年要綱第 18号)の全部を改正する。 

 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、北本市の防災行政用無線局設備(無線設備を利用して市民に放送する設備をい

う。以下「防災行政無線」という。)の適正な運用を図るため必要な事項を定めるものとする。 

(管理) 

第 2 条 防災行政無線の管理は、市民経済部長が統括する。 

2 市民経済部くらし安全課長(以下「くらし安全課長」という。)は、電波法(昭和 25 年法律第 131

号)に定める無線従事者をして無線設備の操作に当たらせるとともに、担当職員を指導して防災行

政無線の運用について、適正を期さなければならない。 

3 埼玉県央広域消防本部(以下「消防本部」という。)に置かれる遠隔制御装置の運用管理は、消防

本部の長が統括する。 

(平 20 告示 63・一部改正) 

(放送の範囲等) 

第 3 条 防災行政無線を使用して放送する事項を、平常時及び災害時に区分する。 

2 平常時に放送する事項は、定時放送及び臨時放送として次に掲げるとおりとする。 

(1)毎日 1回の別表第 1に掲げる自動放送に関する事項 

(2)市行政について、緊急に市民に周知させ、又はその協力を必要とする事項 

(3)公害についての注意報及び警戒報に関する事項 

(4)人命その他の重大かつ急迫な危険に関する事項 

(5)他の官公署及び公共機関からの依頼による緊急性の高いもので、市民に連絡及び周知を図る事

項 

3 災害時に放送する事項は、次に掲げるとおりとする。 

(1)災害情報及び災害についての予報並びに警報に関する事項 

(2)災害の状況により、市民を避難場所へ誘導する事項 

(3)災害地への応急資料、食料、物資等の搬送に関する事項 

(4)火災の情報に関する事項 

(5)その他災害上緊急を要する事項 

(運用) 

第 4 条 防災行政無線は、平日の勤務時間内は、市民経済部くらし安全課において運用し、その他

の日及び時間については、消防本部において、放送するものとする。ただし、災害対策本部が設

置されたときは、この限りでない。 

(平 20 告示 63・一部改正) 

(防災行政無線送受信設備) 

第 5 条 防災行政無線送受信設備の設置箇所は、別表第 2に掲げるとおりとする。 



資料編 
資料集 

資料 - 54 

(放送の依頼) 

第6条 第3条第2項に掲げる放送事項を依頼しようとする各部課長(局長及び所長を含む。以下「部

課長」という。)又は官公署若しくは公共機関の長は、放送する前日(前日が北本市の休日を定め

る条例(平成 3年条例第 16 号)に規定する市の休日に当たるときはその前日とする。)の午後 3時

までに平常時放送依頼書(様式第 1号)に必要事項を記入し、くらし安全課長に提出しなければな

らない。 

2 第 3 条第 3項に掲げる放送事項が発生したときは、災害時放送依頼書(様式第 2号)に必要事項を

記入し、くらし安全課長に提出しなければならない。ただし、消防本部において放送するとき、

又は事態が切迫し、そのいとまがないときは、口頭又は電話等により依頼することができる。 

(平 20 告示 63・一部改正) 

(放送) 

第 7 条 くらし安全課長は、前条に定める放送依頼書の提出を受けたときは、その内容を検討し、

放送を必要とするものについてのみ放送することができる。 

2 放送は、簡潔、正確かつ明瞭に発音して行うものとし、当該放送に誤りがあると認めたときは、

直ちに訂正の放送を行うものとする。 

(平 20 告示 63・一部改正) 

(業務日誌・放送資料の保存) 

第 8 条 放送に従事する無線従事者は、放送を行ったときは、無線業務日誌に放送内容を記載する

とともに放送を行った資料を整理し、保存しなければならない。 

(その他) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、防災行政無線の運用に関し必要な事項については、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、昭和 56 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(昭和 59年要綱第 15 号) 

この要綱は、昭和 59 年 10 月 1日から施行する。 

附 則(昭和 61年要綱第 3号) 

この要綱は、公布の日から施行し、昭和 61年 3月 1 日から施行する。 

附 則(昭和 63年要綱第 2号) 

この要綱は、昭和 63 年 3月 1 日から施行する。 

附 則(平成元年告示第 17 号) 

この告示は、平成元年 3月 1日から施行する。 

附 則(平成 3年告示第 74 号) 

この告示は、公布の日から施行する。ただし、第 4条の改正規定及び第 6条第 1 項の改正規定は、

平成 3年 6月 1日から施行する。 

附 則(平成 5年告示第 41 号) 

この告示は、公布の日から施行する。ただし、第 4 条、第 6条及び様式第 1号の改正規定は、平

成 5年 7月 1日から施行する。 

附 則(平成 6年告示第 33 号) 

この告示は、平成 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 6年告示第 136 号) 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 8年告示第 39 号) 
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この告示は、平成 8年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 9年告示第 18 号) 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 10年告示第 63 号) 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 12年告示第 176 号) 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の北本市防災行政用無線局運用要綱の規定は、平成 12

年 10 月 1日から適用する。 

附 則(平成 16年告示第 64 号) 

この告示は、平成 16 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 17年告示第 88 号) 

この告示は、公布の日から施行し、平成 17年 5月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20年告示第 63 号) 

この告示中第 7条第 2項の改正規定及び別表第 2の改正規定は公布の日から、その他の改正規定

は平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 24年告示第 101 号) 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28年告示第 165 号) 

この告示は、平成 28 年 8月 1 日から施行する。 

 

別表第 1(第 3条関係)  

 略 

 

別表第 2(第 5条関係) 

(平 20 告示 63・平 24 告示 101・平 28告示 165・一部改正) 

※当該表は、次頁に表示 

 

様式第 2号（第 6条関係）(平 20 告示 63・一部改正) 

※「災害時放送依頼書」は、「様式集（様式 12）」に添付 
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■北本市防災行政無線受信所一覧表 

連番号 受信所名 設置場所 

 

連番号 受信所名 設置場所 

－ 北本市役所 本町 1-111 － － － 

1 深井 3丁目 深井 3-29-1 37 二ツ家公会堂 二ツ家 1-371 

2 浅間神社 東間 1-7 38 二ツ家 4 丁目 二ツ家 4-149-1 

3 東間 7丁目 東間 7-104 39 北本消防署 緑 3-396 

4 宮内 3丁目 宮内 3-167-2 40 西小学校 本町 7-3 

5 北本 3丁目 北本 3-46 41 北本消防署東分署 山中 1-195 

6 北本 1丁目 北本 1-76 42 山中 2丁目 山中 2-52 

7 西高尾 5 丁目 西高尾 5-127 43 中丸東公会堂 中丸 8-108 

8 東保育所 本宿 7-66 44 荒井 荒井 2-463 

9 中丸 5丁目 中丸 5-94 45 深井 7丁目 深井 7-329 

10 本町 5丁目貯水槽 本町 5-126-2 46 北小学校 深井 4-45 

11 南団地公園 下石戸 6-184 47 東間 8丁目ﾆｭｰﾀｳﾝ公園 東間 8-230-77 

12 北本団地 栄 7 48 宮内公園 宮内 1-121-1 

13 向郷貯水槽 石戸 9-104 49 宮内 6丁目 宮内 6-275 

14 南 荒井 3-208 50 北本総合公園 古市場 1-186 

15 本宿 4丁目 本宿 4-28 51 北袋神社 高尾 4-107 

16 深井 6丁目 深井 6-87-1 52 東谷足 高尾 2-18 

17 深井 8丁目 深井 8-231 53 西高尾 6 丁目 西高尾 6-179-1 

18 宮内氷川神社 宮内 4-135 54 北本中学校 本町 1-1-1 

19 常光別所公会堂 朝日 2-205 55 中丸氷川神社 中丸 3-91-1 

20 朝日 4丁目 朝日 4-661 56 本宿 6丁目 本宿 6-41 

21 中丸公会堂 中丸 10-90 57 八雲神社 石戸 8-8 

22 中丸 10 丁目 中丸 10-747 58 緑 1 丁目公園 緑 1-81 

23 中丸児童公園 中丸 6-82 59 栄小学校 栄 1 

24 高尾 1 高尾 5-180 60 台原 下石戸下 1477-3 

25 高尾 2 高尾 6-65 61 中丸 1丁目 中丸 1-6-10 

26 谷足 石戸 3-109 62 ふれあいの家 緑 4-198 

27 荒井地産 石戸 4-173 63 三井団地公園 二ツ家 2-221 

28 宮岡公会堂 高尾 8-98 64 石戸宿 5 丁目 石戸宿 5-83 

29 石戸宿 7 丁目 石戸宿 7-100 65 堀の内集会所 石戸宿 3-128 

30 大蔵寺 石戸 6-206 66 ハイムタウン 石戸 7-34 

31 西中学校 石戸 9-210 67 石戸浄水場 下石戸下 631 

32 九丁公会堂 石戸宿 1-110 68 中丸公民館 中丸 10-419-1 

33 子供公園 石戸宿 3-225 69 緑 2 丁目 緑 2-213 

34 中央 4丁目 中央 4-63 70 朝日 2丁目 朝日 2-252-1 

35 宮岡貯水槽 高尾 9-3 71 宮内阿弥陀堂墓地 宮内 5-91 

36 南部公民館 二ツ家 1-127 72 東間 4丁目 東間 4-59 
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資料５．５ 北本市防災行政用無線局管理規程 

 

北本市防災行政用無線局管理規程 

平成 8年 3月 29 日 

訓令第 4号 

注 平成 20 年 3 月から改正経過を注記した。 

(趣旨) 

第 1 条 この訓令は、北本市地域防災計画に基づく災害対策に係る事務及び行政事務に関し、円滑

な通信の確保を図るため設置する北本市防災行政用無線局(以下「無線局」という。)の管理につ

いて、電波法(昭和 25 年法律第 131 号)その他関係法令に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第 2 条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)無線局 電波法第 2条第 5号に規定する無線局をいう。 

(2)固定系親局 特定の 2以上の受信設備に対し、同時に同一内容の通報を送信する無線局をいう。 

(3)固定系子局 固定系親局の通信の相手方となる受信設備をいう。 

(4)基地局 陸上移動局を通信の相手方として、市庁舎内に設置する移動しない無線局をいう。 

(5)陸上移動局 陸上を移動中又は特定しない地点に停止中運用する無線局をいう。 

(6)無線系 前各号の無線局及びその附帯設備を含めた通信システムをいう。 

(7)無線従事者 無線設備の操作を行う者であって、総務大臣の免許を受け、当該無線設備を操作

する資格を有する者をいう。 

(無線局の回線構成等) 

第 3 条 無線局の回線構成、配置等は、別に定める。 

(総括管理者) 

第 4 条 無線系に総括管理者を置く。 

2 総括管理者は、無線系の管理及び運用の業務を総括し、管理責任者を指揮監督する。 

3 総括管理者は、市民経済部長の職にある者をもって充てる。 

(管理責任者) 

第 5 条 無線系に管理責任者を置く。 

2 管理責任者は、総括管理者の命を受け、無線局の管理及び運用の業務を行うとともに、通信取扱

責任者及び管理者を指揮監督する。 

3 管理責任者は、市民経済部くらし安全課長の職にある者をもって充てる。 

(平 20 訓令 2・一部改正) 

(通信取扱責任者) 

第 6 条 無線系に通信取扱責任者を置く。 

2 通信取扱責任者は、管理責任者の命を受け、無線局を管理及び運用し、無線局に係る業務を所掌

する。 

3 通信取扱責任者は、無線従事者の資格を有する職員の中から管理責任者が指名し、これに充てる。 

(管理者) 

第 7 条 固定系親局及び基地局の通信操作を行う部署に管理者を置く。 

2 管理者は、管理責任者の命を受け、当該部署に設置した無線局又は施設等の管理及び監督の業務

を所掌する。 
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3 管理者は、第 1項に掲げる部署の課長の職にある者をもって充てる。 

(無線従事者の配置、養成等) 

第 8 条 総括管理者は、無線系に属する無線局の運用体制に応じ無線従事者を配置するものとする。 

2 総括管理者は、無線従事者の適正な配置を確保するため、常に無線従事者の養成に留意するもの

とする。 

3 総括管理者は、無線従事者の現状を把握するため、毎年 4月 1日をもって無線従事者名簿(様式

第 1号)を作成するものとする。 

(無線従事者の任務) 

第 9 条 無線従事者は、無線系に属する無線局の無線設備の操作を行うとともに、無線業務日誌(様

式第 2号)の記載を行う。 

2 基地局に配置された無線従事者は、その通信の相手方である陸上移動局の通信取扱者の行う無線

設備の操作を指揮監督する。 

(通信取扱者) 

第 10 条 通信取扱者は、無線従事者の管理のもとに電波法その他関係法令を遵守し、法令に基づい

た無線局の運用を行う。 

2 通信取扱者は、無線局の運用に携わる職員とする。 

(備付書類等の管理) 

第 11 条 管理責任者は、電波法その他関係法令に基づく業務書類を管理保管する。 

2 管理責任者は、無線従事者選(解)任届(様式第 3号)の写しを整理保管しておくものとする。 

3 無線業務日誌は、管理責任者及び通信取扱責任者の査閲を受けるものとする。 

(無線局の運用) 

第 12 条 無線局の運用方法については、別に定める運用要綱によるものとする。 

(無線設備の保守点検) 

第 13 条 無線設備の正常な機能を維持するため、次の各号に定める保守点検を行い、その責任者は

当該各号に定めるとおりとする。 

(1)毎日点検 通信取扱責任者 

(2)毎月点検 管理責任者 

(3)年点検(年 2回) 総括管理者 

2 点検項目については、別に定める。 

3 陸上移動局については、毎月 1回以上その装置を使用し、その機能を確認しておくものとする。 

4 点検の結果、異常を発見したときは、直ちに保守点検の責任者に報告するものとする。 

(通信訓練) 

第 14 条 総括管理者は、非常災害発生に備え、通信機能の確認及び通信運用の習熟を図るため、次

の各号に掲げる定期的な通信訓練を行う。 

(1)総合防災訓練に併せた総合通信訓練 毎年 1回以上 

(2)定期通信訓練 毎四半期 

2 訓練は、通信統制訓練、市民への通報等の伝達訓練並びに移動系による情報収集及び伝達訓練を

重点として行うものとする。 

3 管理責任者は、毎年度 1 回以上、災害通信訓練を実施して放送の円滑、迅速な処理に対応できる

ようにしなければならない。 

4 前項の通信訓練は、訓練する日時をあらかじめ市長に伝達し、災害と混同しないよう配慮しなけ

ればならない。 

(研修) 
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第 15条 総括管理者は、毎年 1回以上、通信取扱者に対して必要な研修を行うものとする。 

(部外設置の陸上移動局管理者) 

第 16 条 陸上移動局のうち、部外に設置する可搬型に陸上移動局管理者を置き、職員の中から市長

が任命する。 

2 陸上移動局管理者の任期は、2年とし、再任されることを妨げない。 

3 陸上移動局管理者は、その地域における状況報告等の業務に従事する。 

(平日の勤務時間外等における管理及び運用) 

第 17 条 平日の勤務時間外、日曜、土曜、祝日及び 12月 29 日から翌年の 1月 3日までにおける無

線系の管理及び運用業務については、別に定める協定書並びに別に定める指揮命令に基づき行う

ものとする。 

(委任) 

第 18 条 この訓令に定めるもののほか、無線局の管理について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成 8年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 10年訓令第 6号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 16年訓令第 3号) 

この訓令は、平成 16 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20年訓令第 2号) 

この訓令は、平成 20 年 4月 1 日から施行する。 

 

様式第 1号(第 8条関係) 

略 
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資料６．１ 消防用水利現有状況  

 

■消防用水利現有状況                     [平成 29 年 2月 1日現在] 

消火栓 

防 火 水 槽 

プール 合 計 20ｍ3以上 

40ｍ3未満 

40ｍ3以上 

60ｍ3未満 

60ｍ3以上 

100ｍ3未満 
100ｍ3以上 小 計 

707 129 198 12 2 341 15 1,063 

（502） 〔39〕 〔104〕 〔9〕 〔1〕 〔153〕   

 注１）（ ）数は、消防水利の基準第３条第２項に基づくもの 

 注２）〔 〕数は、耐震性 

 

 

 

 

 

資料６．２ 雨量計設置状況  

 

■雨量計設置状況 

管内 観測所名 流域名 所在地 

北本県土整備事務所 北本県土 赤堀川 北本市東間３─143 

 

 

 

 

 

資料６．３ 堰、水・こう門一覧  

 

■堰、水・こう門一覧 

河川名 名 称 位  置 管理者 操作担当者 操作の基準 備 考 

荒川 城ヶ谷樋管 

左岸 

北本市石戸宿 

６─６ 

国土交通大臣 北本市長 

熊谷水位が 3.50ｍ

以上で、荒川から逆

流が始まったとき

に全閉する。 

電動捲揚式 

≪≪≪６６６．．．消消消防防防・・・水水水防防防活活活動動動関関関連連連≫≫≫   
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資料６．４ 水位情報模式図 

 

 

 

水位情報模式図 
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資料７．１ 救急病院・救急診療所一覧（鴻巣保健所管内） 

 

埼玉県鴻巣保健所 所在地 
〒365-0039 

鴻巣市東 4-5-10 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

048-541-0249 

048-541-5020 

 
■救急病院・救急診療所一覧（鴻巣保健所管内）            [平成 28年 8月現在] 

医療機関名 所在地 電話番号 FAX番号 診療科目 

埼玉脳神経外科病院 
鴻巣市上谷 

664-1 

048- 

541-2800 

048- 

541-1900 
内､整､脳､外､形､皮､リウ､呼､循､消 

こうのす共生病院 
鴻巣市本町 

6-5-18 

048- 

541-1131 

048- 

541-2730 
内､外､整､皮､泌､眼､消､肛､脳､呼外､呼内､リハ 

医療法人財団ヘリオス会                                                                                                                                         

ヘリオス会病院 

鴻巣市広田 

824-1 

048- 

569-3111 

048- 

569-2093 
内､外､整､脳､リハ､小､形､循､麻､放 

村越外科･胃腸科･肛門科 
鴻巣市吹上本町 

1-4-13 

048-548-

0048 

048-549-

1300 

肛、胃、外、放、麻、整、内、リハ、泌、消内、

消化器外科、循内 

医療法人社団愛友会 

上尾中央総合病院 

上尾市柏座 

1-10-10 

048- 

773-1111 

048- 

773-7122 

内､外､小､耳､産婦､眼､整､皮､泌､麻､脳､美､神

内､心外､リハ､歯外､形､心療､呼外､循内､消内､

消化器外科､放射線診断科､放射線治療科､感染

症内科､糖尿病内科､腎臓内科､血液内科､呼内､

気管食道外科､肛門外科､病理診断科､臨床検査

科､救急科､頭頸部外科､緩和ケア内科､乳腺外

科､内視鏡外科､腫瘍内科､小外 

医療法人藤仁会 

藤村病院 

上尾市仲町 

1-8-33 

048-776-

1111 

048-776-

1768 

外､整､皮､泌､内､リハ､脳､麻､循内､神内､漢方内

科､消内、消化器外科､呼外､乳腺外科､気管食道

外科､肛、肛門外科､内視鏡外科､ペインクリニッ

ク内科､ペインクリニック外科、呼内  

医療法人財団聖蹟会 

埼玉県央病院 

桶川市坂田 

1726 

048-776-

0022 

048-772-

1661 
内､小､外､整､皮､泌､脳､歯､リハ､矯歯､循､歯外､

呼､消 

北里大学 

メディカルセンター 

北本市荒井 

6-100 

048-593-

1212 

048-593-

1239 

内､外､整､産婦､泌､皮､耳､小､眼､リハ､脳､神内､

放､麻､形､呼内､消内､循内､腎臓内科､内分泌代

謝内科､腫瘍内科､消化器外科､呼外､乳腺外科､

救急科､精、病理診断科 

医療法人社団愛友会 

伊奈病院 

北足立郡伊奈町 

小室 9419 

048-721-

3692 

048-722-

9983 

内､小､外､整､脳､皮､婦､泌､眼､耳､麻､リハ、乳腺

外科、肛門外科 

 

 

 

≪≪≪７７７．．．医医医療療療、、、救救救護護護、、、環環環境境境、、、衛衛衛生生生≫≫≫   
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資料７．２ 災害拠点病院（埼玉県） 

 

■災害拠点病院（埼玉県）                       [平成 28年 9月現在] 

病院名 郵便番号 所在地 電話番号 

◎川口市立医療センター 333-0833 川口市西新井宿 180 048-287-2525 

○自治医科大学附属 

 さいたま医療センター 
330-8503 さいたま市大宮区天沼町 1-847 048-647-2111 

○埼玉医科大学総合医療センター 350-8550 川越市鴨田 1981 049-228-3400 

○北里大学メディカルセンター 364-8501 北本市荒井 6-100 048-593-1212 

○社会福祉法人恩賜財団 

埼玉県済生会栗橋病院 
349-1105 久喜市小右衛門 714-6 0480-52-3611 

○深谷赤十字病院 366-0052 深谷市上柴町西 5-8-1 048-571-1511 

○さいたま赤十字病院 338-8553 
さいたま市中央区上落合 
8-3-33 

048-852-1111 

○獨協医科大学越谷病院 343-8555 越谷市南越谷 2-1-50 048-965-1111 

○さいたま市立病院 336-8522 さいたま市緑区三室 2460 048-873-4111 

○防衛医科大学校病院 359-8513 所沢市並木3-2 04-2995-1511 

○社会福祉法人恩賜財団 

埼玉県済生会川口総合病院 
332-8558 川口市西川口 5-11-5 048-253-1551 

○埼玉医科大学国際医療センター 350-1298 日高市山根 1397-1 042-984-4111 

○社会医療法人壮幸会 

行田総合病院 
361-0056 行田市持田 376 048-552-1111 

○埼玉県厚生農業協同組合連合会 

久喜総合病院 
346-8530 久喜市上早見 418-1 0480-26-0033 

○独立行政法人国立病院機構埼玉病院 351-0102 和光市諏訪 2-1 048-462-1101 

○草加市立病院 340-8560 草加市草加 2-21-1 048-946-2200 

○埼玉医科大学病院 350-0495 毛呂山町毛呂本郷 38 049-276-1111 

注）「病院名」欄の「◎」は「基幹災害拠点病院」を示し、「○」は、「地域」を示す。 
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資料７．３ 救命救急センター（埼玉県） 

 

■救命救急センター（埼玉県）                     [平成 28年 3月現在] 

病院名 郵便番号 所在地 電話番号 

埼玉医科大学総合医療センター 

高度救命救急センター 
350-8550 川越市鴨田1981 049-228-3400 

さいたま赤十字病院救命救急センター 338-8553 さいたま市中央区上落合8-3-33 048-852-1111 

深谷赤十字病院救命救急センター 366-0052 深谷市上柴町西5-8-1 048-571-1511 

防衛医科大学校病院救命救急センター 359-8513 所沢市並木3-2 04-2995-1511 

川口市立医療センター救命救急センター 333-0833 川口市西新井宿180 048-287-2525 

獨協医科大学越谷病院救命救急センター 343-8555 越谷市南越谷2-1-50 048-965-1111 

埼玉医科大学国際医療センター 

救命救急センター 
350-1298 日高市山根1397-1 042-984-4111 

 

 

 

資料７．４ トリアージタッグ 

 

「トリアージタッグ」サンプル例 

（表面）              （裏面） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(黒) 
 
 

(赤) 
 
 

(黄) 
 
 

(緑) 
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資料７．５ 応急給水用資機材一覧 

 

■応急給水用機材 

種別 容量 数量 保管場所 

給水車 ２ｔ １台 北本市中丸６-83 

 

■給水用資機材 

種別 形状 数量 保管場所 

浄水装置 大学産業 DCF-1ER 1 北本市役所 

〃 シバウラ MF-1000 型 13 広域避難所防災倉庫 
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資料８．１ 防災備蓄品一覧 

 

 

■防災備蓄品一覧（主な品目）        [平成 29 年 2 月 1 日現在] 

名称 数量 備考 

アルファ米 21,500 食 
計 34,712 食 

ビスコ、ビスケット等 13,212 食 

飲料水 1,104 ℓ  

救急箱 81 個 
 

発電機 36 個 
 

ハロゲンライト 15 個 
 

毛布、ブランケット 1,260 枚 
 

簡易トイレ 1,378 個  

 

 

 

資料８．２ 飛行場場外離着陸場一覧 

 

 

■飛行場場外離着陸場一覧 

場外名称 地名番地 
座標・北緯 座標・東経 

管理者 
° ′ ″ ° ′ ″ 

北本市立北本中学校 北本市本町１-１-１ 36 1 30 139 31 55 北本市教育委員会 

北本スポ―ツセンター 北本市石戸２-214 36 1 14 139 31 31 解脱会 

 

≪≪≪８８８．．．防防防災災災備備備蓄蓄蓄、、、輸輸輸送送送・・・交交交通通通≫≫≫   
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資料８．３ 指定緊急輸送道路図 

 

 

■県指定の緊急輸送道路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市指定の緊急輸送道路図 
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資料９．１ 指定避難所一覧 

 

市は、災害の危険性があり避難した人々を、災害の危険性がなくなるまでの間滞在させ、又は

災害により家に戻れなくなった人々を一時的に滞在させ、食料、物資の配給などを行う施設とし

て市内の小・中学校等を「指定避難所」として指定した。 

これまで、市が広域避難所として指定している施設との関係は、次のとおりである。 

 

■広域避難所（指定避難所）一覧 

地区 

区分 
広域避難所 

指定 

避難所 
所在地 電話番号 

災害区分 

地震 洪水 
土砂 
災害 

1 東小学校 ◎ 中丸 6-65 592-2050 ○ ○ ○ 

2 中丸東小学校 ◎ 中丸 10-270 593-3730 ○ ○ ○ 

3 東中学校 ◎ 山中 2-128 592-3145 ○ ○ ○ 

4 中丸小学校 ◎ 宮内 7-145 591-2006 ○ ○ ○ 

5 体育センター － 古市場 1-156 593-2511 ○ － ○ 

6 宮内中学校 － 宮内 4-322 543-2900 ○ － ○ 

7 北小学校 ◎ 深井 4-45 542-3144 ○ ○ ○ 

8 北本中学校 ◎ 本町 1-1-1 591-2057 ○ ○ ○ 

9 文化センター ◎ 本町 1-2-1 591-7321 ○ ○ ○ 

10 南小学校 ◎ 緑 3-387 591-4709 ○ ○ ○ 

11 西小学校 ◎ 本町 7-3 591-1180 ○ ○ ○ 

12 栄小学校 ◎ 栄 1 592-5336 ○ ○ ○ 

13 石戸小学校 ◎ 荒井 2-320 591-2007 ○ ○ ○ 

14 西中学校 ◎ 石戸 9-210 592-9397 ○ ○ ○ 

注）災害区分「地震」の「○」印は、耐震改修済みで、震災時に利用可能な施設を示す。 

災害区分「洪水」の「○」印は、浸水想定区域外で、洪水時に利用可能な施設を示す。 

災害区分「土砂災害」の「○」印は、土砂災害警戒区域外で、土砂災害時に利用可能な施設を示す。 

 

 

 

 
 

資料９．２ 指定緊急避難場所一覧 

 

市は、発災直後の緊急に避難する場所として、災害の種類に応じて指定する「指定緊急避難場

所」を、以下に示すように「洪水」「地震」「大規模な火事」「内水氾濫」及び「土砂災害」に分け

て指定した。 

避難後は、被害状況に応じ市が指定する広域避難所（指定避難所）等に避難する。 

≪≪≪９９９．．．避避避難難難活活活動動動、、、要要要配配配慮慮慮者者者関関関連連連≫≫≫   
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■指定緊急避難場所一覧 

地区 

区分 
施設名 所在地 電話番号 

災害区分 
避難対象地域 

の目安 洪水 地震 
大規模 

な火災 

内水 

氾濫 

土砂 

災害 

1 東小学校 中丸 6-65 592-2050 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 

中丸６・７丁目 

二ツ家１～４丁目 

ハイデンス 

マリオン 

二ツ家団地 

2 中丸東小学校 中丸 10-270 593-3730 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
中丸１～５・８・

９丁目、東３ 

3 東中学校 山中 2-128 592-3145 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
本宿１～８丁目 

山中１・２丁目 

東４ 

4 中丸小学校 宮内 7-145 591-2006 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
北本１～４丁目 

宮内１丁目 

東 11・19 

5 体育センター 古市場 1-156 593-2511 × ◎ × × ◎ 
東７・８・９ 

ワコ―レ 

6 宮内中学校 宮内 4-322 543-2900 × ◎ ○ × ◎ 
東間１～４丁目 

宮内２・３丁目 

東 10、アトレ 

7 北小学校 深井 4-45 542-3144 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 

東間５～８丁目 

深井第１～第３ 

サンマンション 

スカイハイツ 

8 北本中学校 本町 1-1-1 591-2057 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
中央３・４丁目 

西高尾１～３・５

～７丁目 

9 文化センター 本町 1-2-1 591-7321 ◎ ◎ × ◎ ◎ 
本町１～４丁目 

中央１・２丁目 

緑１・２丁目 

10 南小学校 緑 3-387 591-4709 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
東５・22、台原、

西２、三菱、京王 

南団地、東原団地 

11 西小学校 本町 7-3 591-1180 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
本町５～８丁目 

西高尾４・８丁目 

西 19 

12 栄小学校 栄 1 592-5336 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 
栄１～５ 

グリーンハイツ 

13 石戸小学校 荒井 2-320 591-2007 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 

西４・５・11・14・

16・17-１・17-２・

18 

第３チサン 

14 西中学校 石戸 9-210 592-9397 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 

西３・６～10・12・

13・15・20 

ハイムタウン 

アースドリーム 

注）「◎」は利用可能を、「×」は利用不可を示す。また、「○」は、学校施設の中でグラウンドのみ利用

可能であることを示す。 
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資料９．３ 福祉避難所一覧 

 

市は、災害発生後、指定避難所での避難生活に負担が大きい要配慮者を収容するため、福祉避

難所を開設する。 

■福祉避難所一覧 
 

避難所名 所 在 地 電話番号 

健康増進センター 中丸10-55 591-8251 

総合福祉センター 高尾１-180 593-2961 

 

 

資料９．４ 地域避難所一覧 

 

地域では、災害時に一時的に避難者が集まり安否の確認等を行う場や、地域の自主防災組織等

が災害時の活動を行う拠点等として、地域の自主的な運営による「地域避難所」を設置する。 

また地域避難所は、地域の自主的な意向により、順次、追加更新を図るものとする。 

 

■地域避難所一覧 

地区区分 避難所名 所在地 避難対象地域の目安 

第１地区 

南部公民館 二ツ家１-127 
中丸６・７丁目 

二ツ家１～４丁目 

ハイデンス 

マリオン 

二ツ家団地 

二ツ家２丁目集会所 二ツ家２-154 

二ツ家公会堂 二ツ家１-371 

二ツ家団地集会所 二ツ家１-322 

マリオン集会所 二ツ家１-374 

ハイデンス集会所 二ツ家１-333 

第２地区 

中丸公会堂 中丸２-338 中丸１～５丁目 

中丸８・９丁目 

東３ 

中丸東公会堂 中丸８-108 

中丸公民館 中丸 10-419 

第３地区 
東部公民館 本宿２-33 本宿１～８丁目 

山中１・２丁目、東４ 蔵前公会堂 本宿５-102-１ 

第４地区 

北本１丁目会館 北本１-24 
北本１～４丁目 

宮内１丁目 

東 11・19 

北本２丁目集会所 北本２-31 

宮内１丁目集会所 宮内１-121-３ 

勤労福祉センター 宮内１-120 

第５地区 

北本高校 古市場１-152 

東７・８・９ 

ワコ―レ 

常光別所公会堂 朝日２-205 

花の木公会堂 朝日４-150 

古市場・山中集会所 古市場３-８ 

ワコ―レ集会室 朝日２-238 

第６地区 

浅間会館 東間１-４-３ 東間１～４丁目 

宮内２・３丁目 

東 10、アトレ 

宮内氷川神社社務所 宮内４-136 

アトレ集会室 宮内５-115-１ 

第７地区 

東間５・６丁目公会堂 東間５-75 
東間５～８丁目 

深井第１～第３ 

サンマンション 

スカイハイツ 

東間８丁目集会所 東間８-229-３ 

北部公民館 深井４-155 

深井公会堂 深井３-71-１ 

サンマンション北本 多目的ホール 東間５-90 
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地区区分 避難所名 所在地 避難対象地域の目安 

第８地区 

中央３丁目会館 中央３-51 

中央３・４丁目 

西高尾１～３丁目 

西高尾５～７丁目 

中央４丁目会館 中央４-60-２ 

西山中会館 鴻巣市松原４-17-５ 

西高尾１丁目自治会集会所 西高尾１-160 

西高尾７丁目集会所 西高尾７-136 

第９地区 

中央１・２丁目会館 中央１-114 

本町１～４丁目 

中央１・２丁目 

緑１・２丁目 

解脱会錬心館 中央１-123 

解脱会休憩所 緑１-52 

三地区集会所 緑１-170 

勝林公民館 本町２-124 

第 10 地区 

東５地区自治会館 緑４-79 東５・22 

台原、西２ 

三菱、京王 

南団地、東原団地 

東原団地集会所 下石戸５-25 

京王地区集会所 下石戸５-154 

北本南団地集会所 下石戸６-104 

第 11 地区 

西高尾８丁目高尾ﾁｻﾝ集会所 西高尾８-225 
本町５～８丁目 

西高尾４・８丁目 

西 19 

本町７・８丁目集会所 本町８-39-１ 

コミュニティセンター 本町８-156-３ 

谷足会館 高尾２-313 

第 12 地区 

北本団地集会所 栄７-１-28 
栄１～５ 

グリーンハイツ 
北本団地自治会地区集会所 石戸６-20 

学習センター 栄 13 

第 13 地区 

西４地区集会所 石戸５-317-２ 

西４・５・11・14・16・ 

17-１・17-２・18 

第３チサン 

荒井上手公会堂 荒井１-118 

チサン第３団地自治会館 石戸４-451 

北本スポ―ツセンター 石戸２-214 

北原集会所 石戸３-155 

東原地区集会所 荒井２-225 

北袋神社社務所兼集会所 高尾４-107 

烏ノ木・河岸・丸山地区集落農業センタ

ー 
高尾７-200 

北本市野外活動センター 高尾９-143 

第 14 地区 

原公会堂 石戸８-83 

西３・６～10・12・13・ 

15・20 

ハイムタウン 

アースドリーム 

九丁公会堂 石戸宿１-110 

堀之内集会所 石戸宿３-128 

北本市子ども公園 石戸宿３-225 

西部公民館 荒井３-95 

南公会堂 荒井３-171 

宮岡公会堂 高尾８-98 

北本自然観察公園 荒井５-200 
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資料９．５ 浸水想定区域内の大規模工場 

 

■浸水想定区域内の大規模工場の名称、所在地等 

No. 名称 所在地 備考 

１ （株）エー・アンド・デイ 北本市朝日 1-243  

２ 萬歳工業（株） 北本市朝日 4-553  

３ 富士重工業（株） 北本市朝日 4-410  

４ 昭和パックス（株） 北本市宮内 4-180  

 

 

 

資料９．６ 要配慮者別の防災知識の周知 

 

■要配慮者別の防災知識の周知 

要配慮者 周知の留意事項 周知の重点事項 周知の機会（例） 

・一般高齢者 ・日常生活における行動

は、健常者とほとんど

かわらない。 

・近い将来､身体機能等の

低下が見込まれる。 

・一般的な防火防災対策（自

宅・外出先） 

・身体機能等の低下に備えた

防火防災対策 

・チラシ、パンフレット 

・防災訓練 

・一般高齢者の集う各種 

行事（老人クラブ等）での

周知 

・在宅ねたきり高

齢者 

・在宅認知症の高

齢者 

・本人よりもその介護者

（女性が多い）を対象

とした周知となる。 

・本人も介護者も防災訓

練や研修の場への参加

が困難。 

・災害に備えた家庭内の予防

対策（家具の転倒防止、出

火防止等） 

・災害の場合の対処方法（特

に避難方法） 

・防災行動力向上のための諸

制度のＰＲ（防災用具、住

宅対策） 

・在宅保健福祉ｻｰﾋﾞｽを通じ

ての周知 

・ケアマネジャー、民生委

員・児童委員と連携した個

別訪問指導 

 

・虚弱高齢者 

・ひとり暮らし高

齢者 

・高齢者夫婦のみ

世帯 

・特に虚弱な人の場合、

防災訓練や研修の場へ

の参加が困難 

 

・災害に備えた家庭内の予防

対策（家具の転倒防止、出

火防止等） 

・災害の場合の対処方法（特

に避難方法） 

・災害に関する情報の伝達（高

齢者から防災機関、防災機

関から高齢者方法） 

・在宅保健福祉ｻｰﾋﾞｽを通じ

ての周知 

・ケアマネジャー、民生委

員・児童委員と連携した個

別訪問指導 

 

・障がい者 

・身体障がい児 

・知的障がい者 

・知的障がい児 

・精神障がい者 

・精神障がい児 

・障がいの種類によって

周知内容が異なる。 

・介護者を対象とした周

知に配慮する必要があ

る。 

・本人も介護者も防災訓

練や研修の場への参加

が困難。 

・災害に備えた家庭内の予防

対策（家具の転倒防止、出

火防止等） 

・災害の場合の対処方法（特

に避難方法） 

・防災行動力向上のための諸

制度のＰＲ（防災用具、住

宅対策） 

・在宅保健福祉ｻｰﾋﾞｽを通じ

ての周知 

・ｽﾎﾟｰﾂ大会等参加行事での

周知 

・学校での防災教育（学級

懇談等） 

・民生委員・児童委員と連

携した個別訪問指導 

・医療機関、カウンセラー

と連携した周知、指導 
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資料９．７ 避難情報の新たな名称と伝え方のイメージ 

 

避難情報の新たな名称と伝え方のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「避難情報の新たな名称と伝え方のイメージ」 

（H28.12.26、内閣府政策統括官付 参事官（調査・企画担当）） 
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資料10．１ 災害救助基準「救助の方法、程度、期間早見表」 

[平成 28 年 1 月 1 日現在] 

 

救助の種類 対  象 費用の限度額 期  間 備  考 

避難所の設置 災害により現に被害を受

け、又は受けるおそれのあ

る者に供与する。 

(基本額) 

    避難所設置費 

    １人 １日当たり 

                320 円以内 

 (加算額) 

    冬季 別に定める額を加算 

高齢者等の要援護者等を収容

する｢福祉避難所｣を設置した

場合、当該地域における通常の

実費を支出でき、上記を超える

額を加算できる。 

災害発生の日から 

 ７日以内 

１.費用は、避難所の設置、維

持及び管理のための賃金職員

等雇上費、消耗器材費､建物等

の使用謝金、借上費又は購入

費、光熱水費並びに仮設便所

等の設置費を含む。 

 

２.避難に当たっての輸送費は

別途計上 

応急仮設住宅の

供与 

住家が全壊、全焼又は流失

し、居住する住家がない者

であって、自らの資力では

住宅を得ることができない

者 

１.規格 

１戸当たり平均 29.7m2(９坪)

を基準とする｡ 

２.限度額 

１戸当たり 2,620,000 円以内 

３.同一敷地内等に概ね 50 戸以

上設置した場合は、集会等に利

用するための施設を設置でき

る(規模、費用は別に定めると

ころによる｡) 

 災害発生の日から 

 20 日以内着工 

１.平均１戸当たり 29.7ｍ2､ 

2,620,000 円以内であればよ

い 

２.高齢者等の要援護者等を数

人以上収容する「福祉仮設住

宅」を設置できる。 

３.供与期間 最高２年以内 

４.民間賃貸住宅の借り上げに

よる設置も対象とする。 

炊き出しその他

による食品の 

供与 

１.避難所に収容された者 

２.全半壊(焼)、流失、床上

浸水で炊事できない者 

１人１日当たり 

              1,080 円以内 

 災害発生の日から 

 ７日以内 

食品給与のための総経費を延

給食日数で除した金額が限度

額以内であればよい。 

 （１食は 1/3 日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得ることがで

きない者(飲料水及び炊事の

ための水であること) 

当該地域における通常の実費  災害発生の日から 

 ７日以内 

輸送費、人件費は別途計上 

被服、寝具その 

他生活必需品の

給与又は貸与 

全半壊(焼)、流失、床上浸

水等により、生活上必要な

被服、寝具、その他生活必

需品を喪失、又は毀損し、

直ちに日常生活を営むこと

が困難な者 

１.夏季(４月～９月)、冬季（10

月～３月）の季別は災害発生の

日をもって決定する。 

２.下記金額の範囲内 

 災害発生の日から 

 10 日以内 

１.備蓄物資の価格は年度当初

の評価額 

２.現物給付に限ること 

区 分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 
６人以上１人を 

増すごとに加算 

全  壊 
全  焼 
流  失 

夏 18,300 23,500 34,600 40,500 52,600    7,700 

冬 30,200 39,200 54,600 63,800  80,300   11,000 

半  壊 
半  焼 
床上浸水 

夏 6,000   8,000 12,000 14,600  18,500    2,600 

冬  9,700 12,600 17,900 21,200  26,800    3,500 

 医    療 医療の途を失った者 

  （応急的処置） 

１.救護班 

 使用した薬剤、治療材料、医療

器具破損等の実費 

２.病院又は診療所 

 国民健康保険診療報酬の額以

内 

３.施術者 

  協定料金の額以内 

 災害発生の日から 

 14 日以内 

患者等の移送費は、別途計上 

 助    産  災害発生の日以前又は以

後７日以内に分べんした者

であって災害のため助産の

途を失った者（出産のみな

らず、死産及び流産を含み

現に助産を要する状態にあ

る者） 

１.救護班等による場合は、使用

した衛生材料等の実費 

２.助産婦による場合は、慣行料

金の 100 分の 80 以内の額 

分べんした日から 

７日以内 

妊婦等の移送費は、別途計上 

≪≪≪111000．．．そそそののの他他他≫≫≫   
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注）この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、内閣総理大臣に協議し、その同意

を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

救助の種類 対  象 費用の限度額 期  間 備  考 

被災者の救出 １.現に生命、身体が危険な

状態にある者 

２.生死不明な状態にある

者 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から 

３日以内 

１.期間内に生死が明らかにな

らない場合は、以後「死体の

捜索」として取り扱う｡ 

２.輸送費､人件費は、別途計上 

被災した住宅 

の応急修理 

１.住家が半壊（焼）し、自

らの資力により応急修理

をすることができない者 

２.大規模な補修を行わな

ければ居住することが困

難である程度に住家が半

壊（焼）した者 

居室、炊事場及び便所等日常生活

に必要最小限度の部分 

１世帯当たり 

 567,000 円以内 

災害発生の日から 

１ヵ月以内 

 

学用品の給与 住家の全壊(焼)、流失､半

壊(焼)又は床上浸水によ

り学用品を喪失又は毀損

し、就学上支障のある小学

校児童、中学校生徒及び高

等学校等生徒 

１.教科書及び教科書以外の教材

で教育委員会に届出又はその

承認を受けて使用している教

材、又は正規の授 業で使用し

ている教材実費 

２.文房具及び通学用品は、１人

当たり次の金額以内 

小 学 校 児 童  4,200円 

中 学 校 生 徒  4,500円 

高等学校等生徒  4,900円 

災害発生の日から 

教科書 

 １ヵ月以内 

文房具及び通学用

品 

15日以内 

１.備蓄物資は評価額 

２.入進学時の場合は個々の実

情に応じて支給する。 

 

埋   葬 災害の際死亡した者を対

象にして実際に埋葬を実

施する者に支給 

 １体当たり 

   大人(12歳以上) 

             208,700円以内 

   小人(12歳未満) 

             167,000円以内 

 災害発生の日から 

 10日以内 

災害発生の日以前に死亡した

者であっても対象となる。 

死体の捜索 行方不明の状態にあり、か

つ、各般の事情により既に

死亡していると推定され

る者 

 当該地域における通常の実費 災害発生の日から 

 10日以内 

１.輸送費、人件費は別途計上 

２.災害発生後３日経過したも

のは一応死亡したものと推

定している。 

死体の処理 災害の際死亡した者につ

いて、死体に関する処理(

埋葬を除く)をする。 

 (洗浄、消毒等) 

 １体当たり3,400円以内 

 ○一時保存 

既存建物借上費 

通常の実費 

既存建物以外 

１体当たり 5,300円以内 

 ○検 案 

   救護班以外は慣行料金 

災害発生の日から 

 10日以内 

１.検案は原則として救護班 

２.輸送費､人件費は､別途計上 

３.死体の一時保存にドライア

イスの購入費等が必要な場

合は当該地域における通常

の実費を加算できる。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関等に障

害物が運びこまれている

ため生活に支障をきたし

ている場合で自力では除

去することのできない者 

 １世帯当たり 

             134,300円以内 

 災害発生の日から 

 10日以内 

 

輸送費及び賃金 

職員等雇上費 

 １ 被災者の避難 

 ２ 医療及び助産 

 ３ 被災者の救出 

 ４ 飲料水の供給 

 ５ 死体の捜索 

 ６ 死体の処理 

 ７ 救済用物資の整理配分 

 当該地域における通常の実費  救助の実施が認め

られる期間以内 

 

 範  囲 費用の限度額 期  間 備  考 

 実費弁償 災害救助法施行令第４条

第１号から第４号までに

規定する者 

災害救助法第７条第１項の規定

により救助に関する業務に従事

させた都道府県知事の総括する

都道府県の常勤の職員で当該業

務に従事した者に相当するもの

の給与を考慮して定める 

救助の実施が認め

られる期間以内 

時間外勤務手当及び旅費は別

途に定める額 
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資料10．２ 指定文化財一覧 

■北本市関連指定文化財一覧 

[平成 28 年 7 月 1 日現在] 

区分 種 別 名   称 所 在 地 指定年月日 

国 天然記念物 石戸蒲ザクラ 石戸宿３―119 （東光寺） 大正11.10.12 

県 考古資料 板石塔婆   〃 （ 〃 ） 昭和40. 3.16 

 天然記念物 多聞寺のムクロジ 本宿２―37 （多聞寺） 昭和16. 2.21 

市 建造物 宮内氷川神社旧社殿 宮内４―136 （氷川神社） 平成10.10.30 

 絵画 慈恵大師画像 本町７―126 （真福寺） 昭和53. 3.15 

 

彫刻 

銅造阿弥陀如来坐像 石戸宿３―119 （東光寺） 昭和53. 3.15 

 木造阿弥陀如来立像 深井４―55 （寿命院） 昭和53. 3.15 

 木造観音坐像 荒井１―336 （観音堂） 昭和53. 3.15 

 真福寺仁王像 本町７―126 （真福寺） 昭和54. 3.15 

 木造薬師三尊像 深井５―11 （薬師堂） 昭和55. 3.15 

 木造地蔵菩薩半跏像 石戸６―284 （地蔵堂） 平成 8. 8.28 

 
工芸品 

貝杓子 宮内５  平成 3.10.22 

 鉄製象嵌舌長鐙 宮内５  平成 3.10.22 

 

古文書 

寿命院朱印状 深井４―55 （寿命院） 昭和53. 3.15 

 矢部家文書 荒井２  昭和53. 3.15 

 岡野家文書 緑２  昭和53. 3.15 

 元禄十年古地図 本町１-111 （市教委） 昭和54. 3.15 

 大島家文書 宮内５  昭和55. 3.15 

 

考古資料 

宮岡氷川神社前遺跡出土品 本町１―111 （市教委） 昭和53. 3.15 

 馬場遺跡出土石皿   〃 （ 〃 ） 昭和53. 3.15 

 上手遺跡出土品   〃 （ 〃 ） 昭和53. 3.15 

 中井１号古墳出土人物埴輪   〃 （ 〃 ） 昭和53. 3.15 

 仏像線刻画紡錘車   〃 （ 〃 ） 平成14. 4.23 

 

歴史資料 

東光寺板石塔婆群 石戸宿３―119 （東光寺） 昭和53. 3.15 

 道標「大師道」 本町８―216  昭和53. 3.15 

 道標「これより石と舟とミち」 荒井１―222  昭和53. 3.15 

 寿命院板石塔婆（建長三年銘） 深井４―55 （寿命院） 昭和54. 3.15 

 寿命院板石塔婆（建治二年銘）   〃 （ 〃 ） 昭和54. 3.15 

 花見堂廻国供養塔 荒井１―20  平成 8. 8.28 

 旧中丸村道路元標 宮内７―147  平成12. 6. 5 

 旧石戸村道路元標 荒井３―86  平成12. 6. 5 

 花ノ木村の高札 北本２  平成17. 7.26 

 

有形の 

民俗文化財 

庚申塔（兼道標） 宮内５  昭和53. 3.15 

 供養塔（兼道標） 石戸宿８―64  昭和53. 3.15 

 猿田彦太神 中丸10―172  昭和53. 3.15 

 山王神社御神体他石刻猿一括 高尾４―316  昭和53. 3.15 

 石刻絵馬「菅原道真」 石戸宿６―64 （天神社） 昭和53. 3.15 

 観音堂大絵馬 荒井１―336 （観音堂） 昭和53. 3.15 

 算額 本宿２―７ （天神社） 昭和53. 3.15 

 祖師堂絵馬群 本町１―111 （市教委） 昭和53. 3.15 

 天神社幟 石戸宿６―64 （天神社） 昭和54. 3.15 

 阿観堂の庚申塔 荒井３―115 （阿観堂） 平成16. 2.24 
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区分 種 別 名   称 所 在 地 指定年月日 

市 

有形の 

民俗文化財 

東間の富士塚 東間１―６ （浅間神社） 平成25. 3.28 

 荒井の富士塚 荒井２―228 （須賀神社） 平成25. 3.28 

 本宿の天神社幟 本宿２－7 （天神社） 平成28. 6.28 

 石戸宿の天神社幟 石戸宿６－64 （ 〃 ） 平成28. 6.28 

 無形の 

民俗文化財 
天神社ささら獅子舞    〃 （ 〃 ） 昭和54. 3.15 

 

天然記念物 

ムク    〃 （ 〃 ） 昭和53. 3.15 

 エドヒガンザクラ 荒井５―223  昭和53. 3.15 

 ドウダンツツジ 石戸宿６  昭和54. 3.15 

 阿弥陀堂エドヒガンザクラ 高尾６―365 (阿弥陀堂墓地内) 平成 8. 8.28 

 高尾カタクリ自生地 高尾６―320―１他  平成 8. 8.28 
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資料10．３ 被害報告判定基準 

 

 

■被害報告判定基準（その１） 

被害区分 判定基準 

人 

の 

被 

害 

死者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体は確認できないが死亡したこ

とが確実な者 

行方不明 

者 
当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者 

重傷者 
災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち１月以上の治療

を要する見込みの者 

軽傷者 
災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のうち１月未満で治療

できる見込みの者 

住 

家 

の 

被 

害 

住家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わない。 

棟 

一つの独立した建物とする。 

主屋より延べ面積の小さい建築物（同じ宅地内にあるもので、非住家として計上するに

至らない小さな物置、便所、風呂場、炊事場）が付着している場合は同一棟とみなす。 

また、渡り廊下のように、二つ以上の主屋に付着しているものは折半して、それぞれの

母屋の附属建物とみなす。 

世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

従って、同一家屋内に親子夫婦であっても、生活の実態が別々であれば当然２世帯とな

るわけである。また、主として学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿、その他これらに

類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいる者については、原則としてその寄宿

舎等を１世帯として扱う。 

全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、

埋没したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により損傷、劣

化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない

状況に至ったものをいう。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用すること

が困難なもので、具体的には住家の損壊若しくは流失した部分の床面積がその住家の延

べ床面積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素（ここでいう「主

要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部

として固定された設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で

表し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

大規模 

半壊※ 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積

の 50%以上 70%未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が 40%以上 50%未満のものとする。 

半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚

しいが、補修すれば元通りに使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住

家の延べ床面積の20％以上70％未満のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が20％以上50％未満のものとする。 

一部破損 
全壊（焼）、流出、半壊（焼）及び床上、床下浸水に該当しない場合であって、建物の一

部が破損した状態とする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの又は全壊、半壊には該当しないが、土砂、竹木等のたい

積により一時的に居住することができない状態となったもの。 

床下浸水 床上浸水にいたらない程度に浸水したもの。 

※「被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について（平成19 年12 月14 日付府政防第880 

号内閣府政策統括官（防災担当）通知）」により「大規模半壊」についても認定基準に加えられた。 
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■被害報告判定基準（その２） 

被害区分 判定基準 

非 
住 
家 
の 
被 
害 

非住家 
住家以外の建物でこの報告中、他の被害箇所項目に属さないものとする。これらの施設
に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。被害とは、非住家に対する全壊、
半壊程度の被害をうけたもの。 

公共建物 役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供する建物とする。 

その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

そ 
の 
他 

田畑の 
流出・埋没 

田の耕土の厚さ１割以上が流出した状態、埋没は、土砂等のたい積のため、耕作が不能
となったもの。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったもので、耕地、作物に被害をうけたもの。 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚
園における教育の用に供する施設とする。 

道路 
路法（昭和 27 年法律第 180 号）第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょうを除いた
ものとする。 

 

決壊 路の全部又は一部が破損し又は崩土により通行不可能となったもの及び応急修理が必要なもの。 

冠水 道路が水をかぶり通行不能となったもの及び通行規制が行われる程度の被害をうけたもの。 

通行不能 道路が損壊又は冠水等により通行が不能となったもの。 

橋りょう 
道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋で全部又は一部が流出したもの
及び損壊により応急修理が必要なものとする。 

河川 
河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、または準用される河川もしくはその他の
河川の維持管理上必要な堤防、護岸、水門、床止、その他の河川管理施設とする。 

 

破堤 堤防等の破堤により水が堤内にあふれ出たものとする。 

越水 堤防等は破堤していないが、水が堤防等を乗り越えて堤内へ流れ込む状態のものとする。 

その他 破堤や越水していないが、堤防法面が損壊する等応急修理が必要なものとする。 

砂防 
砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第１条に規定する砂防施設、同法第３条の規定によっ
て同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規定によって同法が準用さ
れる天然の海岸とする。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

崖くずれ 
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）第２条に規定
する急傾斜地崩壊防止施設及び急傾斜地の崩壊（いわゆる崖くずれを含む。）による災害
で人命、人家、公共的建物に被害があったものとする。 

船舶被害 
ろ・かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能となったもの及び
流出し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害を受
けたものとする。 

水道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸数とす
る。 なお、速報にあっては、報告時点において断水している戸数とする。 

電話 
災害により通話不能となった電話の回線数とする。 
なお、速報にあっては、報告時点において通話不能となっている回線数とする。 

電気 
災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。 
なお、速報にあっては、報告時点において停電している戸数とする。 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給停止と
なった時点における戸数とする。 
なお、速報にあっては、報告時点においてガスが供給停止となっている戸数とする。 

ブロック塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

罹災世帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の生活を維持できなくなった生
計を一にしている世帯とする。例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊す
るもので共同生活を営んでいる者については、これを一世帯として扱い、また同一家屋
の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

罹災者 り災世帯の構成員とする。 
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資料 10．４ 北本市災害対策本部本部長以下の腕章 

 
 

  38cm    
  

    
１ 本部長 北 本 市 災 害 対 策 本 部  

 

本   部   長 

 

  

10cm 

  

 

 

  38cm    
  

    
２ 副本部長 北 本 市 災 害 対 策 本 部  

 

副 本 部 長  

 

  

10cm 

  

 

 

  38cm    
  

    
３ 本部員 

北 本 市 災 害 対 策 本 部 員   

  

10cm 

  

 

 

  38cm    
  

    
４ その他の職員 

北 本 市 災 害 対 策 本 部   

  

10cm 

  

 

 

 

資料 10. ５ 本市災害対策本部の標識 

 
 

  60cm    
  

    

 北 本 市 災 害 対 策 本 部  

  

30cm 
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様式１ 北本市災害対策本部指令書 

 

北本市災害対策本部指令書 
 

 
 

本部長 

（市長） 
 

統括部長 

（市民経済部長） 

 

担当部長 

 決定時刻 

平成  年  月  日 

時  分 

伝 達 先 

 伝達方法 

 

放送 電話 無線 口頭 

伝達時刻 

平成  年  月  日 

時  分 

本部長指令第         号 統括部長指令         号 

本部 

号 

部長指令 

指令本文 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

 

伝 達 担 当 者 

 

 

≪≪≪   様様様 式式式 集集集   ≫≫≫   
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様式２ 県報告関係様式 

 

（１）発生速報【県要領様式第１号】 

 

 

発 生 速 報 
 

        

北本市 

   日  時  分 受信 
 

発信

者 
 

受信

者 
 

１ 被 害 発 生  
 自    月    日    時    分 

 至    月    日    時    分 

２ 被 害 場 所  

 

 

 

 

３ 被 害 程 度  

 

 

 

 

４ 災害に対する措置 

 

 

 

 

５ その他必要事項 

 

 

 

 
 
注）記載内容は簡単に要を得たものとする。 
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（２）経過速報【県要領様式第２号】 

 

経 過 速 報 

北本市 
 

 発 信 者  受信者  

災 害 の 種 別  発生地域  

被 害 報 告      月    日    時    分 現在 

被 害 区 分      発生        経過 

区     分 被     害 区     分 被     害 

人 

的 

被 

害 

死   者 人  田 

畑 
被 

害 

田 
流出・埋没 ha 流出  埋没  

行方不明者 人  冠 水 ha  

負 

傷 

者 

重 傷 人  
畑 

流出・埋没 ha 流出  埋没  

冠 水 ha  

軽 傷 人  
道路

被害 

決    壊 箇所  

住 
 
 
 

家 
 
 
 

被 
 
 
 

害 

全  壊 

（焼） 

（流出） 

棟  冠    水 箇所  

世帯  

そ 
 
 

の 
 
 

他 
 
 

被 
 
 

害 

文 教 施 設 箇所  

人  病    院 箇所  

半  壊 

（焼） 

棟  橋 り ょ う 箇所  

世帯  河    川 箇所  

人  砂    防 箇所  

一部破損 

棟  清 掃 施 設 箇所  

世帯  崖 く ず れ 箇所  

人  鉄 道 不 通 箇所  

床上浸水 

棟  被 害 船 舶 隻  

世帯  水    道 戸  

人  電    話 回線  

床下浸水 

棟  電    気 戸  

世帯  ガ    ス 戸  

人  ブロック塀等 箇所  

非 

住 

家 

被 

害 

公共建

物 

全壊（焼） 棟  り 災 世 帯 数 世帯  

半壊（焼） 棟  り 災 者 数 人  

そ 

の 

他 

全壊（焼） 棟  
火 

災 

発 

生 

建   物 件  

危 険 物 件  

半壊（焼） 棟  そ の 他 件  
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災害に対してとられた措置 

１ 市対策本部設置の状況         日    時    分 設置 

２ 市（町村）のとった主な応急措置の状況 

３ 応援要請又は職員処遇の状況 

４ 災害救助法適用の状況 

５ 避難命令・勧告の状況 

                  市町村数           地区数 

                  人  員            人 

６ 消防機関の活動状況 

 ア 出動人員   消防隊員        名 

          消防団員        名 

            計          名 

 イ 主な活動内容（使用した機材を含む。） 
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（３）被害状況調【県要領様式第３号】 

 

被 害 状 況 調 
 

北本市 

災害の種別  発生地域  

被 害 日 時  自   月   日    至   月   日 

報 告 区 分      確   定 

 

区     分 被     害 区     分 被     害 

人 

的 

被 

害 

死   者 人  田 

畑 
被 
害 

田 
流出・埋没 ha 流出  埋没  

行方不明者 人  冠 水 ha  

負 

傷 

者 

重 傷 人  
畑 

流出・埋没 ha 流出  埋没  

冠 水 ha  

軽 傷 人  
道路

被害 

決    壊 箇所  

住 
 
 
 

家 
 
 
 

被 
 
 
 

害 

全  壊 

（焼） 

（流出） 

棟  冠    水 箇所  

世帯  

そ 
 
 

の 
 
 

他 
 
 

被 
 
 

害 

文 教 施 設 箇所  

人  病    院 箇所  

半  壊 

（焼） 

棟  橋 り ょ う 箇所  

世帯  河    川 箇所  

人  砂    防 箇所  

一部破損 

棟  清 掃 施 設 箇所  

世帯  崖 く ず れ 箇所  

人  鉄 道 不 通 箇所  

床上浸水 

棟  被 害 船 舶 隻  

世帯  水    道 戸  

人  電    話 回線  

床下浸水 

棟  電    気 戸  

世帯  ガ    ス 戸  

人  ブロック塀等 箇所  

非 

住 

家 

被 

害 

公共

建物 

全壊（焼） 棟  り 災 世 帯 数 世帯  

半壊（焼） 棟  り 災 者 数 人  

そ 

の 

他 

全壊（焼） 棟  
火 

災 

発 

生 

建   物 件  

危 険 物 件  

半壊（焼） 棟  そ の 他 件  
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区       分 被        害 
災

害

対

策

本

部

 

市 
 
 
 

町 
 
 
 

村 

名称  
公 立 文 教 施 設 千円  

農 林 水 産 業 施 設 千円  
設置    月  日  時 

公 共 土 木 施 設 千円  

そ の 他 の 公 共 施 設 千円  
解散    月  日  時 

小    計 千円  

公 共 施 設 被 害 

市 町 村 数 
団体 

 
設 
置 

市 

町 

村 

名 

災 

害 
対 

策 

本 

部 

 

そ 
 
 
 
 

の 
 
 
 
 

他 

農 産 被 害 千円  

林 産 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  

水 産 被 害 千円  計         団体 

商 工 被 害 千円  

適 

用 

市 

町 

村 

名 

災 
 

害 
 

救 
 

助 
 

法 

 

   

   

   

   

   
計         団体 

そ の 他 千円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動延人数 人  

備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

考 

１ 災害発生場所 

２ 災害発生年月日 

３ 災害の種類概況 

４ 消防機関の活動状況 

５ その他（避難の勧告・指示の状況） 
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様式３ 緊急通行車両関連様式 

 

（１）緊急通行車両等確認申請書 

 

年  月  日  

緊急通行車両等確認申請書 

 埼玉県公安委員会 殿 

申請者 
住 所 

氏 名          印  

番号標に表示されている番号  

車両の用途（緊急輸送を行う車両に
あっては、輸送人員又は品名） 

 

使 用 者 
住 所  

氏 名  

運 行 日 時  

運 行 経 路 
出   発   地 目   的   地 

  

備 考  

 

 

（２）標 章 
 

 

 
備考 １ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、

「有効期限」、「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並び

に年、月及び日を表示する部分を白色、地を銀色とする。 

   ２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すも

のとする。 

   ３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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（３）緊急通行車両等確認証明書 

 

第     号 

年  月  日  

緊急通行車両等確認証明書 

埼玉県公安委員会          印  

番号標に表示され
ている番号 

 

車両の用途（緊急
輸送を行う車両に
あっては、輸送人
員又は品名） 

 

使 用 者 
住 所 （    ）    局    番 

氏 名  

通 行 日 時  

通 行 経 路 
出   発   地 目   的   地 

  

備 考  

 

 

（４）緊急通行車両等事前届出書 

 

災害応急対策用 

緊急通行車両等事前届出書 

年  月  日  

 埼玉県公安委員会 殿 

申請者                

機関等の所在地（住所）        

機関等の名称
ふりがな

             

氏
ふり

 名
がな

             印  

電 話    （  ）        

【担当係   氏名        】 

番号標に表示されてい
る番号 

 

輸送人員（定員）又は
品名 

 

車 両 の 所 有 者 
住 所  

氏 名  

業 務 の 内 容 
１救助救護  ４災害予知  ７人員輸送  10飲食料   13広報啓発 
２応急避難  ５災害復旧  ８避難生活  11医療医薬  14その他 
３捜 索   ６施設点検  ９調査研究  12混乱防止  （   ） 

出 発 地  

(注) この事前届出書は２部作成して、当該車両を使用して行う業務の内容を疎明する書類を添付の上、使用車
両の本拠の位置を管轄する警察署に提出してください。 
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（５）緊急通行車両等事前届出済証 

 

  災害応急対策用                               第     号   

 

緊急通行車両等事前届出済証 

 

 左のとおり事前届出を受けたことを証する。 

 

年  月  日  

 

埼玉県公安委員会        印  

(注) １ 災害発生時には、この届出済証を最寄りの警察署、災害のために設置された検問所等に提出して、

緊急通行車両等の確認の所要の手続きを受けて下さい。 

   ２ 本届出済証を亡失し、滅却し、汚損し、破損した場合は、警察署に届出て再交付を受けて下さい。 

   ３ 次に該当するときは、本届出証を返還してください。 

    (1) 緊急通行車両等として要件がなくなったとき。 

    (2) 緊急通行車両等が廃車になったとき。 

    (3) その他、緊急通行車両等として使用する必要がなくなったとき。 
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様式４ 通報処理簿 

 

通 報 処 理 簿 

 

No. 

通 報 者 

連 絡 先 住 所  

 

電話 

①加入電話番号 

 

②公衆電話番号 

 

③携帯電話番号 

 

通 報 日 時 
 

通 報 受 信 者  
 

通 報 内 容 処理（回付先等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）通報の現場地点を示す地図を添付すること。 
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様式５ 防災航空隊出場要請（受信）書 

 

  埼玉県防災航空センター所長 様 

防災航空隊緊急電話番号 049―297―7905    

  一般加入電話 049―297―7810、7811      

ファクシミリ O49―297―7906         

１ 要 請 団 体 名 （発信者：          ） 

２ 要 請 日 時 平成  年  月  日（  曜日）    時   分 

３ 要 請 種 別 (1) 火災  (2) 救助  (3) 救急  (4) 調査  (5) 救援 

４ 発 生 場 所 

現 場 目 標 

          （市・町・村）                     番地 

目標物： 

５ 発 生 日 時 平成  年  月  日（  曜日）    時   分頃 

６ 災 害 の 概 要 

及び要請任務 

 

７ 必 要 資 機 材  

８ 気 象 条 件 
天候：     風向：     風速：    m／s 気温：    ℃ 

視界：    ｍ 雲高：   ｍ 警報及び注意報： 

９ 出 場 先 場 外

離 着 陸 場 等 

場所：          （市・町・村）                  番地 

名称及び目標物： 

10 搬 送 先 場 外

離 着 陸 場 等 

場所：          （市・町・村）                  番地 

名称及び目標物： 

11 傷 病 者 

住所：                         傷病者の人数：    人 

氏名：                         （   歳） （男・女） 

傷病名：                        程度：（重・中・軽） 

12 調査出場内容 写真撮影・ＶＴＲ撮影・ヘリテレ撮影・その他： 

13 救援出場内容 搬送物件・人員： 

14 現 地 搭 乗 者 （有・無） 職名：      氏名：      ほか   名 

15 地 上 指 揮 者 

コールサイン 

指揮者名： 

無線種別：（全国波・県波）、コールサイン： 

16 他の航空機の

出 動 要 請 
（有・無） 機関名：                       機数：   機 

＊  以下の項目については、航空隊で出動決定後連絡します。 

１ 航空隊指揮者 
指揮者：         受信者： 

無線種別：（全国波・県波）、コールサイン： 

２ 出 場 機 
出場機：（１号機・２号機） 

コールサイン：１号機＝”さいたまこうくうヘリ１”、２号機＝”さいたまこうくうヘリ２” 

３ 到着予定時刻 平成  年  月  日（  曜日）    時   分 

４ 活動予定時間     時間    分 

５ 航 空 燃 料 の

確 保 
（可・否）     時間   分 

特記事項 

注）「ヘリテレ」とは、ヘリコプターテレビ映像伝送システムを指す。 
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様式６ 自衛隊の派遣要請関連様式 

（１） 自衛隊の災害派遣要請ついて（依頼） 

 

●自衛隊の派遣要請は、原則県を通じて行う。 

●町長が知事に対して依頼するときは、以下の文書をもって行う。 

●提出（連絡先）県危機管理防災部危機管理課 

 

第     号 

年  月  日 

   埼玉県知事 様 

  

       北本市長          

 

自衛隊の災害派遣要請ついて（依頼） 

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由 

 

 

 

２ 派遣要請を希望する期間 

 

 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

 

 

 

４ その他参考となるべき事項 

 

 

 

 

５ 連絡担当者 

   災害対策本部 職  氏名 

       （電話番号                   ） 

   被災現場   職  氏名 

       （携帯電話番号                 ） 

 

 

 

印 
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（２） 自衛隊の災害派遣部隊の撤収について（依頼） 

 

 

 

第      号 

   年  月   日 

   埼玉県知事 様 

  

       北本市長          

 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収ついて（依頼） 

 

      年  月   日付第     号で依頼した自衛隊の災害派遣については、下記

のとおり部隊の撤収要請を依頼します。 

 

記 

１ 撤収要請理由 

 

 

２ 撤収期日               年   月   日   時   分 

 

 

３ その他必要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 
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様式７ 災害ボランティア受入名簿 

 
防
災
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
受
入
名
簿
 

N
o
.
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

備
考
 

      

配
 
 
置
 
 
場
 
 
所
 

活
 
 
動
 
 
内
 
 
容
 

            

活
 
 
動
 
 
予
 
 
定
 
 
期
 
 
間
 

実
活

動
期

間
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
～
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

電
 
話
 
番
 
号
 

住
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
所
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏
 
 
 
 
 
名
 

      

受
 
 
入
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
 

年
 
 
月
 
 
日
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様式８ 配車請求書 

 

配 車 請 求 書 

 

 

 

 

 

部 名 

 

  

部長氏名 

 

 

 

班 名 

 

  

班長氏名 

 

 

担 当 者 

 

氏 名 

 

使用目的  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

配車車両 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 



資料編 
様式集 

様式 - 16 

様式９ 避難所関連様式 

（１）避難者カード 

 

避 難 者 カ ー ド 

 

 

避 難 所 名 

 

  

担 当 者 

 

 

 

住  所 

 

地 区 名 

 

氏 名 続柄 性別 年齢 入所日 健康状態等 

１ 

 

     

２ 

 

     

３ 

 

     

４ 

 

     

５ 

 

     

６ 

 

     

７ 

 

     

不 明 家 族 続柄 性別 年 齢 離散の状況 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

その他留意事項 
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避 難 者 カ ー ド（別様式） 
 

避難所名            

※避難者カードは、世帯ごとに記載して下さい。     記入日     年   月   日 
 

該当するほうに○を

つけてください 

１ 避 難 者 （避難所での生活を希望する方） 

２ 在宅被災者 （自宅等で生活するが配給等が必要な方） 

 
※①～⑥について、記入又は○をつけてください。 

① 自治会名  

② 

氏 名 等 

避難者の場合は

避難所にいる方

を記載してくだ

さい。 

ふりがな 

氏  名 
年齢 性別 備  考 

(代表者）  男・女  

  男・女  

  男・女  

  男・女  

  男・女  

  男・女  

  男・女  

住  所  

電  話   （   ）      代表者携帯：   （   ） 

③ 
家屋被害等 

分かるものに○ 

１. 住めない位の損壊や焼損    ２. 不安を覚える位の損壊  

３. 土砂の下敷き   ４. 床上床下浸水   ５. 断水   ６. 停電  

７. ガス停止   ８. 電話不通   ９. なし 

④ 緊急連絡先 
※親族の連絡先など 

電話   （   ） 

⑤ 特記事項 

※特に配慮を必要とすることがあれば記載してください。 

 

 

※資格など、協力できることがあれば、氏名と内容を記載してください。 

氏名        内容： 

 
 

⑥ 
安否の問合せに情報を公表してもよいですか。 はい ・ いいえ 

市ホームページに避難者として公表してもよいですか。 はい ・ いいえ 

 

※以下の表は運営委員会で記載します。 

避難者カードＮＯ 退所年月日／在宅被災者の支援終了日 転出先と連絡先 

 
  年   月   日 

転出先： 

電 話：  （  ） 
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（２）避難者名簿 

 

避 難 者 名 簿 

 

避難所名 作成者  

  枚目 

 

避 難 期 間 
氏        名 性別 年齢 病気・怪我の状況  

住 所 移 転 先 

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   

月   日から  男・女   

月   日まで   
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（３）避難所運営記録簿 

 

避 難 所 運 営 記 録 簿 
 

（表） 
 

避 難 所 名 

 

担 当 者 

 

 

開 催 日 時 月    日    時 記 録 日 時 月    日    時 

避 難 者 数 人（男     人）（女     人）（子供     人） 

協 力 者 

   

   

   

１ 避難者の健康状態 

 

 

 

２ 食料等救助物資の状況 

 

 

 

３ 運営上の問題 

 

 

 

４ その他 

 

 

 

災害対策本部への連絡事項 

時 分  
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（裏） 
 

会 議 ・ 伝 達 の 記 録 

時 分  
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様式 10 食料等救助物資受払簿 

 

食料等救助物資受払簿 

 

避難所名 

 

 

担当者  

 

枚目 

 

救助物資名 

 

 

 

希 望 数 量 

 

  

請 求 日 時 

 

 

 

受 取 数 量 

 

  

受 取 日 時 

 

 

第 １ 回 

配布場所  

配布地区  

配布人数  

第 ２ 回 

配布場所  

配布地区  

配布人数  

第 ３ 回 

配布場所  

配布地区  

配布人数  

摘 要  
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様式 11 救護所関連様式 

（１）取扱患者台帳 
 

取
扱

患
者

台
帳
 

N
o
.
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

健
 
 
 
 
 
康
 
 
 
 
 
状
 
 
 
 
 
態
 
 
 
 
 
等
 

     

担
当

者
 

 

住
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
所
 

     

担
当

医
 

 
 

年
齢
 

     

性
別

 

     

氏
 
 
 
 
 
 
 
 
名
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

救
護

所
名
 

 



資料編 
様式集 

様式 - 23 

（２）救護所運営記録簿 

 

救 護 所 運 営 記 録 簿 

 

（表） 

 

 

救 護 所 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 者 

 

 

 

 
 

救 護 日 月     日   記 録 日 時 月     日     時 

救 護 者 数 人（男     人）（女     人）（子供     人） 

協 力 者 

   

   

   

１ 救護者の状態 

 

 

 

２ 救護物資の状況 

 

 

 

３ 運営上の問題 

 

 

 

４ その他 

 

 

 

災害対策本部への連絡事項 

時 分  
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（裏） 
 

救 護 所 の 運 営 記 録 

時 分  
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様式 12 災害時放送依頼書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「北本市防災行政用無線局運用要綱（第６条関係）」の様式 

 


